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「会社の財務諸表を広範に調査することによって，同ーの事項を処理するにさいして，きわめて
多様で不必要な差異が実務に存在するとの事実が明らかになるであろう。この国で，公認会計士が
将来その注意を向けるのはこれらの多様性と差異に対してであろうと考えられる（ [ 8 ],p. 340 ）。」
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この引用文は， 60年近くも前にアメリカで発表された論文からの引用であるが，この内容は，多国
間における会計基準や会計実務に多様性と差異が存在する現状にそのまま妥当するであろうと考え
られる。各国の国内会計基準を改善するための多くの努力が，多様な代替的会計処理方法を狭める
ことに向けられてきたのと同様に，国際会計基準を改善するための多くの努力も，多様な代替的会
計処理方法を狭めることに向けられてきた。本論文の 1つの目的は，多様な代替的会計処理方法を
狭めるための国際会計基準委員会による「比較可能性フ。ロジ、エクト」を中心に，国際会計基準の改
善プロセスを明らかにすることである。本論文のもう 1つの目的は，国際会計基準第17号「リース
の会計」を取り上げ，多様な代替的会計処理方法を狭めるという観点から，その会計処理プロセス
を検討することである。そのために，国際会計基準第17号の構造を分析し，その特徴と問題点を明
らかにする。また 国際会計基準第17号と各国のリース会計基準との比較によって，リース会計基
準の国際的調和化を展望する。なお，本論文のIおよびEは，榊原が分担し， EおよびWは，紙が
分担した。
I 国際会計基準委員会とその基準設定プロセス
国際会計基準委員会 (InternationalAccounting Standards Committee）は，国際会計基準の
設定と公表によって財務報告を改善・調和化するために 9カ国（オーストラリア，カナダ，フラン
ス， ドイツ，日本，メキシコ，オランダ，イギリス，アメリカ）の職業会計士団体により1973年に
設立された。国際会計基準委員会は，世界中の会計専門家，財務諸表の作成者および利用者，各国
の基準設定主体が関与する国際的なデュー・プロセスを通して国際会計基準を設定している。国際
会計基準委員会は 現在，国際会計基準を設定するための唯一の国際的なデュー・プロセスを有す
る機関としての地位を確立している。国際会計基準委員会には 1994年1月時点で80カ国109の職
業会計士団体が加盟している（ [12], p.7）。
ここでは，国際会計基準の設定主体である国際会計基準委員会の目的，組織およびその基準設定
プロセスを明らかにする。
(1) 国際会計基準委員会の目的
国際会計基準委員会の目的は，次の通りである（ [12], p.7）。
(a）財務諸表の作成・提示にさいして準拠すべき会計基準を公共の利益のために設定・公表し，
それらが世界的に容認され，遵守されることを促進する。
(b）財務諸表の作成・提示に関する規則，会計基準および手続の改善と調和化のために広く活動
する。
国際会計基準委員会の会員（各国の職業会計士団体）は，これらの目的を支持し，国際会計基準
委員会の理事会により発行が承認されたすべての国際会計基準をそれぞれの国で公表し，次の事項
を達成するために最善の努力をすることが義務づけられている（ [13],par.4）。
( i ) 公表財務諸表がすべての重要な点において国際会計基準に準拠しており その準拠の事実
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が公開されること
( i) 公表財務諸表はすべての重要な点において国際会計基準に準拠すべきであることを政府機
関および会計基準設定主体に説得すること
(ii) 公表財務諸表はすべての重要な点において国際会計基準に準拠すべきであるし，その準拠
の事実は公開されるべきであることを証券市場規制当局や産業界に説得すること
(iv) 公表財務諸表がすべての重要な点において国際会計基準に準拠していることに監査人が納
得することを保証すること
( v) 国際会計基準の国際的な容認・遵守を促進すること
(2) 国際会計基準委員会の組織
国際会計基準委員会の組織は，図表1の通りである。
図表1「国際会計基準委員会の組織」
会員（各国の職業会計士団体）
理事会 ｜ ｜ 諮問グループ
組織・計画委員会 起草委員会 ｜事務局
(a）会員（ Member ) 
国際会計基準委員会（IASC）の会員は 国際会計士連盟1 (International Federation of 
Accountants）の会員であるすべての職業会計士団体から構成されている（［12],p.7）。なお， IAS
C会員の全体会議としては IASC構成国会議があり 世界会計士会議の期間中または直前に当該会
議の開催地において開催される。世界会計士会議は， 5年毎に開催されるため，構成国会議も， 5 
年に一度しか開催されない。したがって，構成国会議の権限も， IASC定款の改訂の承認（会員の
過半数の賛成票決を要する）に限られている（ [ 41],197頁）。
(b）理事会（ Board ) 
国際会計基準委員会の任務は 13カ国の職業会計士団体の代表と財務報告に関心を有している最
多で4つのその他の機関の代表から構成される理事会によって遂行される。現在，理事会には，次
の各国における職業会計士団体の代表が入っている。オーストラリア，カナダ，フランス，ドイツ，
インド，イタリア，日本，ヨルダン，オランダ，北欧会計士連合，南アフリカ，イギリス，アメリ
カ。また，理事会には，その他の機関の代表として，財務アナリスト協会国際調整委員会（Inter-
natinal Coordinating Committee of Financial Analysts' Associations ）の代表が入っている
( [12],pp.7-8）。
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理事会の主な権限事項には，次のようなものがある（ [ 41], 197頁）。
( i ) 採択テーマの決定
( i) 起草委員会メンバーの決定
(ii) 原則書の承認
(iv) 公開草案の承認
( v ) 国際会計基準の承認
(vi) 計画，予算，財務報告の承認
(vi) 定款改訂の承認および運営手続の制定
（汎i) 財務報告に関心を有する団体（ 4団体を上限とする）を理事会メンバーとして選任する
こと。
(ix) 会員および非会員から寄付を募ること。
(c) 諮問グループ（ Consultative Group ) 
理事会は，財務諸表の利用者および作成者の代表者，会計基準設定主体 国際的な政府機関（オ
ブザーパー）からなる国際的な諮問グループと定期的に会合している。諮問グループの現在のメン
バーは，次の通りである（ [12]' p.8）。
国際証券取引所連合（FederationInternational des Bourses de Valeurs) 
国際財務担当役員協会 (InternationalAssociation of Financial Executives Institues ) 
国際商工会議所（ International Chamber of Commerce ) 
国際自由労連および世界労連（ International Confederation of Free Trade Unions and World 
Confederation of Labour ) 
国際証券監督者機構（ International Organization of Securities Commissions ) 
国際銀行協会（ International Banking Association ) 
国際法律家協会（ International Bar Association ) 
国際ファイナンス・コーポレーション（ International Finance Corpora ti on ) 
世界銀行（ The World Bank ) 
財務会計基準審議会（ Financial Accounting Standards Board ) 
EC委員会（ European Commission ) 
国際資産評価委員会（ The International Assets Valuation Standards Committee ) 
経済協力開発機構（ Organization for Economic Cooperation and Development ) * 
国連多国籍企業・経営部会（ Transnational Corporations and Management Division, United 
Nations ) * 
＊ オブザーバー
(d）組織・計画委員会 (Organization and Planning Committee ) 
組織・計画委員会（OPC）は IASCの常設の委員会であって IASCの組織 計画および構成に
関する事項を検討して，理事会に提言を行うことを主たる目的としている。 OPCは，理事会が開
催される時にその前後の日に開催される。 OPCのメンバーは，最も古い理事会メンバー 3カ国
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（団体）と理事会メンバーとなって最低2年半を経過した最も新しい 1カ国（団体）ならびにIASC
議長と次期議長で構成される（ [ 41] ,201頁）。
(e）起草委員会（Steerring Committee) 
起草委員会は，個々の国際会計基準の草案作成作業を行う。理事会が新しいテーマを採択すると，
その都度起草委員会が設置され起草委員会の任務の目的と範囲が指示される。起草委員会は，論
点概要書，原則書，公開草案および国際会計基準の草案作成作業を行うのであるが，実際の起草は
IASC事務局のスッタフが行う。起草委員会のメンバーは，各テーマごとに， OPCの提案に基づき
理事会が決定する。起草委員会は，テーマによって異なるが，通常は3カ国（団体）ないし5カ国
（団体）の会員で構成される。そのうち少なくとも 1カ国は，非理事会メンバーたる会員が選ばれ
る（ [ 41],203頁）。
(f) 事務局（ Office ) 
事務局は，ロンドンにある。事務局の陣容としては，テクニカル・スッタフとして事務総長，テ
クニカル・ダイレクター 1名，リサーチ・マネジャー3名の計5名のほか，出版担当 1名，サポー
トスッタフおよびアシスタント数名である（ [ 41],204頁）。
(3) 国際会計基準委員会による基準設定プロセス
国際会計基準の設定プロセスは，次の通りである ( [12],pp.10-11）。
( i ) 起草委員会は，関連問題を検討し，論点概要書（ Point Outline ）を作成する。
( i) 論点概要書に関する理事会からのコメントを受理した後で，起草委員会は，原則書案
(Draft Statement of Principles ）を作成する。この原則書は，公開草案（ExposureDraft) 
の作成の基礎を形成するであろう基本的な会計原則を明らかにすることである。それは，ま
た，検討すべき代替的な解決方法やそれらが許容または排除を勧告された理由を説明する。
(ii) 原則書案は コメントを受けるため 加盟国体，諮問グループのメンバーおよびその他
関心を有している機関に送付される。
(iv) 起草委員会は 原則書案に関するコメントを検討し，最終原則書に同意する。この最終
原則書は，その承認を得るため理事会に具申される。
( v) 起草委員会は，理事会により承認された原則書に基づいて公開草案の案文を作成する。こ
の公開草案の案文は，その承認を得るため理事会に具申される。改訂した後，理事会の少な
くとも三分の二の承認によって，公開草案は，公表される。通常6カ月の公開期間中，すべ
ての利害関係者からのコメントが求められる。
(vi) 起草委員会は，コメントを検討し，国際会計基準案を作成する。
(vi) 理事会は，国際会計基準案を検討する。改訂した後，理事会の少なくとも四分の三の承認
によって，国際会計基準は，公表される。
この基準設定プロセスの途中で，理事会は，審議事項の必要性によっては 追加的な助言を認め
たり，コメントに対する討論資料を発行することによる追加的な改善策を決定する場合もある。ま
た，国際会計基準の草案を設定するに先だって，複数の公開草案を発行することが必要な場合もあ
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る。理事会は，時々，国際会計基準が最初に承認されてからの発展を考慮して，既存の国際会計基
準を改訂すべきか否かを検討するための起草委員会の設置を決定する場合がある（［12],p.11）。
I 国際会計基準の改善プロセスと現状
国際会計基準委員会は， 1973年の設立以来，類似の取引および事象に対する代替的会計処理方法
を許容する会計基準を設定してきた。しかしながら このような代替的会計処理方法を許容する会
計基準は，各国の財務諸表の利用者，作成者，規制当局などのニーズを満たさないことが明らかに
なってきた。このため，国際会計基準委員会は， 1987年に，国際会計基準に準拠して作成される財
務諸表の比較可能性を高めるためのプロジ、エクトを開始した。国際会計基準は，このプロジ、エクト
により改善された後，証券監督者国際機構2による検討・評価を受け，今日に至っている。ここで
は，国際会計基準委員会による「比較可能性プロジ、ェクト」の内容と国際会計基準に対する証券監
督者国際機構の評価を中心に説明する。
(1) 国際会計基準委員会による「比較可能性プロジェクトJ
国際会計基準委員会による「比較可能性プロジ、エ夕刊は，①1989年1月の公開草案第32号「財
務諸表の比較可能性」（E32），②1989年7月の「財務諸表の作成・表示のためのフレームワーク」，
③1990年7月のE32「趣意書」，④1993年8月の「改訂国際会計基準」の公表という一連のプロセ
スを経て完了した 03 ここでは，この「比較可能性プロジェクト」の内容を明らかにする。
① E32「財務諸表の比較可能性」
国際会計基準委員会は， 1989年1月に，既存の25の国際会計基準のうち12の国際会計基準（29の
会計問題）を改訂し，許容される代替的会計処理方法を狭める提案をE32「財務諸表の比較可能性」
として公表した。 E32の基本的性格は，「この公開草案は 改善プロセスの第一の段階である。そ
の目的は，国際会計基準において現在認められている会計処理からの自由な選択を排除するための
提案を示すことである（ [14],par.3 ）。」と説明されている 40 
E32「財務諸表の比較可能性」は，次の3つの提案を示している。
［提案1J大部分の既存の国際会計基準については，代替的会計処理方法をまったく許容せずに，
lつの「強制的」会計処理方法を定める。
［提案2Jいくつかの既存の国際会計基準については，代替的会計処理方法を許容する。この場合
には，ある会計処理方法を「優先的会計処理方法」とし，他の会計処理方法を「許容される
代替的会計処理方法」とする。
［提案3J「許容される代替的会計処理方法」を採用する場合は 「優先的会計処理方法」を採用す
る場合との調整表を作成する。
［提案1Jおよび［提案2Jの内容の要約が，図表2「財務諸表の比較可能性のための改定案の
要約表」（66～69頁参照） 5に示されている。
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［提案1J 
国際会計基準によって許容される代替的会計処理方法には，類似の取引および事象に対して自由
に選択される場合もあれば異なる状況ごとに適用すべき異なる会計処理方法を示す場合もある。
異なる会計処理方法が類似の取引および事象に対して自由に選択される場合は，この提案の目的は，
lつの会計処理方法（強制的会計処理方法）を除いてすべての会計処理方法を排除することにある。
代替的会計処理方法が異なる状況ごとに適用すべき異なる会計処理方法を示す場合は，この提案の
目的は，それぞれの状況ごとに適切な会計処理方法（強制的会計処理方法）が使用されることを保
証することにある（[ 14],par.18）。［提案1Jのうち「異なる会計処理方法が類似の取引および事象
に対して自由に選択される場合」における強制的会計処理方法の例は，図表2「財務諸表の比較可
能性のための改定案の要約表」（66～69頁参照）において太文字で示しである。また，「代替的会計
処理方法が異なる状況ごとに適用すべき異なる会計処理方法を示す場合」における強制的会計処理
方法の例は，図表2において下線をヲlいて示しである。
［提案2J 
いくつかのケースにおいて，特に，下記の（ i )-(iv）の4つの規準が異なる会計処理方法の使
用を支持する場合 類似の取引および事象に対して複数の会計処理方法を残すことが必要となった。
これらの状況において 理事会は， 1つの会計処理方法を優先的会計処理方法として，別の会計処
理方法を許容される会計処理方法として認めた。優先的会計処理方法は，理事会が適時性の規準に
基づいて財務報告についてより一層比較可能性を高めるもっとも適切で実務的な方法であると考え
ているものである（ [14],par.21 ）。
［提案1Jにおけるように 代替的会計処理方法をまったく許容せずに 1つの「強制的会計処
理方法」を決定する場合，あるいは，［提案2Jにおけるように，代替的会計処理方法を許容し，
いずれの会計処理方法を「優先的会計処理方法」あるいは「許容される代替的会計処理方法」とす
るかを決定する場合，次のような規準が，使用される 6( [14],par.19 ）。
( i ) 各国の会計基準，法律および一般に認められた会計原則における世界的な現行実務や趨勢
( i) 国際会計基準委員会による「財務諸表の作成・表示のためのフレームワーク案」（フレー
ムワーク案）への準拠性
(ii) 国際会計基準内での首尾一貫性および他の国際会計基準との首尾一貫性
(iv) 規制監督者およびそれらの代表者機関の見解 たとえば証券監督者国際機構の見解
［提案3J 
許容される代替的会計処理方法は，「フレームワーク案jに合致するかまたは広く使用され容認
されているかのいずれかである。許容される代替的会計処理方法を使用するが，国際会計基準に準
拠しようとして財務諸表を表示する企業は，報告される純利益および株主持分を優先的会計処理の
使用により算定したその金額に調整するように提案されている（ [14],par.22）。
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図表2 「財務諸表の比較可能性のための改定案の要約表」
提 案
会計問題 強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
処理方法 理方法
棚卸資産の原価配分 先入先出法および加 後入先出法 基準棚卸法
(IASNo.2) 重平均原価法
基本的誤謬および脱 留保利益の期首残高 当期の損益に含める
漏の改訂ならびに会 を調整する
計方針の変更による 比較可能な情報を修 修正後の見積による
修正（IASNo.8) 正する 比較可能な情報を表
示する
開発費の認識 費用として即時に認 特定の基準を満たす
(IASNo.9) 識する 場合には資産として
認識する
工事契約に関する収 工事進行基準 工事完成基準
益および純利益の認 利益の認識条件を満
識 (IASNo.11) たさない場合には関
連する費用の額まで
収益を認識する
有形固定資産の測定 取得原価で測定する 再評価額で測定する
(IASNo.16) 
他の資産との交換に 異種取得資産につい 異種取得資産につい
よって取得した有形 ては公正価値 ては譲渡資産の正味
固定資産の測定 (IAS 同種取得資産につい 帳簿価額
No.16) ては譲渡資産の正味 同種取得資産につい
帳簿価額 ては公正価値
以前に損益に賦課さ 当期の損益計算上認 株主持分において認
れた評価切下げ額に 識する 識する
関する評価替えの認
識 (IASNo.16)
賃貸人によるファイ レノすレッジド・リー レノてレッジド・リー
ナンス・リースに関 ス以外のファイナン ス以外のファイナン
する金融収益の認識 ス－リースについて ス・リースについて
(IASNo.17) は正味投資額法 は正味現金投資額法
レノてレッジド・リー レバレッジド・リー
スについては正味現 スについては正味投
金投資額法 資額法
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提 案
会計問題 強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
処理方法 理方法
役務提供取引に関す 進行基準 完了基準
る収益の認識
(IASNo.18) 
退職給与費用の決定 発生給付評価方式 予測給付評価方式
(IASNo.19) 
退職給与費用の決定 予測給与に関する仮 予測給与に関する仮
に当たっての予測給 定を導入する 定を導入しない
与の利用
(IASNo.19) 
過去勤務費用，実績 加入従業員の期待平 発生した期間の損益
と修正および保険数 均残存在職期間の概 計算上認識する
理計算上の仮定の変 算的期間にわたって
更による影響額の認 組織的に認識する
識
(IASNo.19) 
長期貨幣項目に関す ヘッジされたものを 繰り延べて当期およ
る為替換算損益の認 除き当期の損益計算 び将来の期間の損益
識 上認識する 計算上認識する
(IASNo.21) 
実際的なヘッジ手段 当期の損益計算上認 資産原価の一部とし
のない急激な通貨価 識する て認識する
値の下落に起因する
資産取得に関する為
替換算損失の認識
(IASNo.21) 
外国法人の損益計算 取引日の為替相場 決算日の為替相場
書項目の換算に用い （または平均相場）
る為替相場
(IASNo.21) 
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提 案
会計問題 強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
処理方法 理方法
決算日の為替相場以 株主持分上認識する 当期の損益計算上認
外の相場で換算され 識する
た損益計算書項目に
生じた差額の処理
(IASNo.21) 
超インフレ経済下で 換算前にIAS第29号 換算前に修正するこ
営業活動を営む子会 「超インフレ経済下の となく財務諸表を換
社 財務報告Jに準拠し 算する
(IASNo.21) て財務諸表を修正す
る
親会社の経営活動と ヘッジされたものを 実際的なヘッジ手段 繰り延べて当期およ
不可分な在外活動に 除き当期の損益計算 のない急激な通貨価 び将来の期間の損益
生じた換算差額の処 上認識する 値の下落に起因する 計算上認識する
理 ものについては資産
(IASNo.21) 原価の一部として認
識する
企業結合の会計 取得についてはパー 持分の結合について
(IASNo.22) チェス法 はパーチェス法
持分の結合について
は持分プーリング法
正ののれんの処理 資産として認識し， 即時に株主持分を修
(IASNo.22) かっその有効期間に 正する
わたって組織的な基
準に従って償却する。
償却期間は 5年を超
えてはならない。よ
り長期の期間が正当
化される場合にはこ
の限りではないが，
いかなる場合であっ
ても， 20年を超えて
はならない。
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提 案
会計問題 強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
処理方法 理方法
負ののれんの処理 個々の非貨幣資産に 繰延利益として処理 即時に株主持分を修
(IASNo.22) 配分する。配分後に し，かっ正ののれん 正する
負ののれんが残って と同様，組織的な基
いる場合には，繰延 準に従って損益計算
利益として処理し， 上認識する
かっ正ののれんと同
様，組織的な基準に
従って損益計算上認
識する
企業結合から生じる 取得前の帳簿価額で 取得後の公正価値で
少数株主持分の測定 測定する 測定する
(IASNo.22) 
借入費用の認識 即時に費用として認 当初の目的どおりに
(IASNo.23) 識する 利用または売却され
るまで相当の期間を
要するものについて
は資産原価の一部と
して認識する
長期投資の測定 取得原価で測定する 再評価額で測定する
(IASNo.25) 
長期投資として保有 取得原価で測定し， 再評価額で測定する ポートフォリオ基準
される市場性ある持 一時的でない時価の の低価法で認識する
分証券の測定 下落は個々の投資ご
(IASNo.25) とに認識する
投資不動産の測定 減価償却後の取得原 再評価額で測定する 減価償却をしない取
(IASNo.25) 価で測定する 得原価で測定する
短期投資の測定 時価で測定する 個々の投資ごとの低 ポートフォリオ基準
(IASNo.25) 価法で測定する の低価法で認識する
短期投資の時価変動 当期の損益計算上認 再評価剰余金上認識
の認識 識する する
(IASNo.25) 
以前に再評価剰余金 留保利益に振り替え 当期の損益計算上認
上認識された実現利 る 識する
益の認識
(IASNo.25) 
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②「財務諸表の作成・表示のためのフレームワークj
前述のE32「財務諸表の比較可能性Jは，国際会計基準の改善プロセスの第一の段階であった。
国際会計基準を改善するために理事会によって確認された次の段階の中に，財務諸表の概念フレー
ムワークの展開がある。国際会計基準委員会による「財務諸表の作成・表示のためのフレームワー
ク案」が， 1988年5月にコメントを受けるために発行された。それは，財務諸表の目的，財務情報
の質的規準，財務諸表の構成要素の定義，これらの要素にとっての認識・測定基準等を定めている。
「フレームワーク案」における諸概念は，国際会計基準の設定プロセスにおいて使用され，会計基
準の国際的調和化の中核となるものである（[14] ,par.4）。「フレームワーク案」は， 1989年7月に
「財務諸表の作成・表示のためのフレームワーク」として確定した。
この「フレームワークJは 外部利用者のための財務諸表の作成・表示のための基礎にある諸概
念を述べたものである。この「フレームワーク」の目的は，次の通りである（ [15],par.l）。
( i ) IASCの理事会が，将来の国際会計基準の設定と現行の国際会計基準の改訂を行うさいに
役立てること。
( i) 国際会計基準によって容認されている代替的会計処理方法の数を削減するための基礎を提
供することによって， IASCの理事会が財務諸表の作成・表示に関する規則，会計基準お
よび手続の調和化を促進するさいに役立てること。
(ii) 国内基準を設定する各国の会計基準設定主体に役立てること。
(iv) 財務諸表の作成者が国際会計基準を適用するさいに あるいは国際会計基準の題目にい
まだなっていないテーマを処理するさいに役立てること。
( v) 財務諸表が国際会計基準に準拠しているかどうかについて 監査人が意見を形成するさい
に役立てること。
(vi) 財務諸表の利用者が，国際会計基準に準拠して作成された財務諸表に含まれる情報を解釈
するさいに役立てること。
(vi) IASCの作業に関心のある人々に，国際会計基準の形成方法についての情報を提供するこ
と。
この「フレームワーク」は，次の項目について述べている（ [15],par.5）。
(a) 財務諸表の目的
(b）財務諸表における情報の有用性を決定する質的特徴
(c）財務諸表を構成する諸要素の定義認識および測定
(d) 資本および資本維持の概念
これらの各項目の概要は，次の通りである。
(a) 財務諸表の目的
財務諸表の目的は，広範な利用者が経済的意思決定を行うにさいして，企業の財政状態，経営成
績および財政状態の変動に関する有用な情報を提供することであるとされている（[ 15] , par.12 ）。
広範な利用者には，現在および潜在的な投資家，従業員，貸与者，仕入先およびその他の取引業者，
得意先，政府および監督官庁，公衆が含められているが（[15] ,par.9），財務諸表は，これらの利用
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者の情報ニーズのすべてを満たすことはできないとされている。しかし すべての利用者に共通す
る情報ニーズがあるとされている。つまり，投資家は企業のリスク資本の提供者であるので，彼ら
のニーズを満たす財務諸表を提供することによって 財務諸表が満たすことができるその他の利用
者の大部分のニーズを満たすことになるとされている（[ 15],par .10）。さらに，広範な利用者が経
済的意思決定を行うにさいして，有用な情報を提供するとの財務諸表の目的には 利用者が経営者
の受託責任または会計責任を評価するにさいして，有用な情報を提供するとの財務諸表の目的も含
まれるものとされている。このことは，次のように説明されている。つまり，財務諸表は，また，
経営者の受託責任または経営者に委託された資源に対する会計責任の結果についても表示する。経
営者の受託責任または会計責任を評価したいと望む利用者は，経済的意思決定を行うために，その
ような評価を行う。このような意思決定には，たとえば，利用者が企業に対する投資を保有または
売却するかどうか，あるいは，経営者を再任または交替させるかどうかなどがある（ [15],par.14）。
(b）財務諸表における情報の有用性を決定する質的特徴
質的特徴とは，財務諸表において提供される情報を利用者に有用なものにする属性のことである。
主要な質的特徴として理解可能性，目的適合性，信頼性，比較可能性があげられている（［15],par.
24）。これらの質的特徴は，次のように説明されている。
( i ) 理解可能性（Understandability）とは，情報が利用者によって容易に理解できることをい
う（ [15],par.25）。
( i) 目的適合性（Relevance）とは，情報が有用であるためには 情報は 利用者の意思決定ニー
ズに適合するものでなければならないことをいう。利用者が過去，現在または将来の事象を
評価するに役立つことによって，あるいは，利用者が彼らの過去の評価を確信したり，訂正
したりすることによって，情報が利用者の経済的意思決定に影響を与える場合，情報は目的
適合性という特性を有する（ [15],par.26）。
(ii) 信頼性（Reliability）とは，情報が有用であるためには，情報は，信頼できるものでなけれ
ばならないことをいう。情報は，それが重大な誤謬および偏見がなく，また，情報が表示し
ようと意図しているか表示することを合理的に期待されていることを忠実に表示するものと
利用者によって信頼されている場合，情報は信頼性という特性を有する（ [15],par.31）。
(iv) 比較可能性（Comparability）とは，「利用者が，企業の財政状態および経営成績の趨勢を
識別するために，企業の財務諸表を各期間を通して比較可能でなければならないこと」と
「利用者が，異なる企業の財政状態，経営成績および財政状態の変動を評価するために，異
なる企業の財務諸表を比較可能でなければならないこと」をいう。したがって，類似の取引
および他の事象についての財務的影響の測定と表示は， 1企業内において，また，企業の各
期間を通して，さらには異なる企業聞においても一貫した方法で行わなければならない（[15], 
par.39）。
(c）財務諸表を構成する諸要素の定義認識および測定
財務諸表を構成する諸要素の定義，認識および測定は，次のように説明されている。
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( i ) 定義
財務諸表を構成する諸要素とは，取引およびその他の事象の経済的影響をそれらの経済的特徴に
従って分類した大項目のことである。貸借対照表における財政状態の測定に直接関係する構成要素
は，資産，負債および持分である。損益計算書における経営成績の測定に直接関係する構成要素は，
収益および費用である（[15],par.47）。資産とは，過去の事象の結果として特定の企業が支配し，
かつ将来の経済的便益が当該企業に流入すると期待される資源である。負債とは，過去の事象から
生じた特定の企業の現在の義務であり それを決済するためには 経済的便益を有する資源が当該
企業から流出することになると予測されるものである。持分とは 特定の企業のすべての負債を控
除した後の企業資産に対する残余請求権である（ [15],par.49）。
( i) 認識
認識とは，構成要素の定義を満たし，かつ， par.83で、規定されている認識基準を満たす項目を貸
借対照表または損益計算書に計上するプロセスである（ [15],par.82）。 par.83は，次の 2つを認識
基準として規定している。つまり (a）当該項目に関連する将来の経済的便益が当該企業に流入する
か当該企業から流入する可能性が高いこと。（b）当該項目が信頼性をもって測定できる原価または価
値を有していること（ [15],par.83）。
(ii) 測定
測定とは，財務諸表の構成要素が認識され 貸借対照表および損益計算書に計上される金額を決
定するプロセスである。このプロセスには，特定の測定基礎の選択が伴う（[ 15] , par. 9 9 ）。この測
定基礎には，取得原価（historicalcost），現在原価（currentcost），実現可能（決済）価値（rea-
lisable (settlement) value），現在価値（presentvalue）がある（ [15],par.100）。
(d）資本および資本維持の概念
資本および資本維持の概念は，貨幣資本（の維持）と実体資本（の維持）の2つの概念に分類さ
れ，次のように説明されている。
企業による適切な資本概念の選択は 財務諸表の利用者のニーズに基づかなければならない。し
たがって，財務諸表の利用者が名目投下資本または投下資本の購買力の維持に主たる関心がある場
合には，貨幣資本の概念を採用すべきである。しかしながら，利用者の主たる関心が企業の操業能
力にある場合には，実体資本の概念を用いるべきである（[15],par.103）。貨幣資本維持概念のもと
では，利益は，期末の純資産の名目（または貨幣）額が当期中の所有主への分配と所有主からの出
資を除いた後のその期の期首の純資産の名目（または貨幣）額を超える場合にのみ，稼得される。
貨幣資本の維持は，名目貨幣単位または恒常購買力単位のいずれかによって測定できる。実体資本
維持概念のもとでは，利益は，期末の企業の物的生産能力（または操業能力），（あるいは，その能
力を達成するに必要な資源または資金）が，当期中の所有主への分配と所有主からの出資を除いた
後のその期の期首の物的生産能力を超える場合にのみ，稼得される（ [ 15J,par.104）。
③ E32「趣意書」
国際会計基準委員会は， E32「財務諸表の比較可能性」の提案事項に関して160以上のコメント
を受け取った。これらのコメントの多くは，各国の会計基準設定主体，職業会計士団体，国際的な
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
会計事務所およびその他の機関における広範な協議の結果であった。さらに 国際会計基準委員会
の代表団は， 20カ国以上の会計基準設定主体，財務諸表の作成者および利用者 職業会計士，証券
取引所，証券規制監督者と協議した（[16],par.6）。理事会は，世界中から寄せられたコメントおよ
びその討論内容に照らして， E32の提案を再検討した。理事会は，いくつかの会計問題， 自由な選
択が残される場合に使用される用語あるいは調整表の作成要求に関しては，変更されるかもしれな
いが， E32が意図したのと概ね同じ方法で比較可能性プロジ、エクトを継続すべきであると決定した
( [16],par.8）。その結果，国際会計基準委員会は， 1990年7月にE32「趣意書Jを公表した。この
趣意書は， E32「財務諸表の比較可能性」に関して受け取ったコメントの検討に従った理事会の決
定を提示している。趣意書は，その決定事項がどのように実施されるか，また，会計基準およびそ
の他財務諸表の提示に関する規定の改善と調和化を追求するさいの今後の理事会の努力について述
べている（ [16],par.1）。
理事会は，次の事項を決定した（ [16],par.9）。
(a) E32における29の提案事項のうち21を実質的な変更なく改訂国際会計基準に組み入れること
（図表3-74～76頁参照）。
(b) E32における 3つの提案事項は，実質的な変更が必要であり，草案を再公開すべきであるこ
と（図表4-77頁参照）。
(c) 次の5つの会計問題についての再検討は，今後の作業結果が得られるまで保留すべきである
こと。
( i ) 国際会計基準第17号「リースの会計処理」関連の会計問題（理事会は，「ファイナンス
リースに関する金融収益の認識」に関して，貸し手の正味リース投資未回収残高が法人税
等の要因によって大きな影響を受けるリースに関する金融収益の認識については，今後の
研究が必要で、あると考えている。理事会は，このようなリースについて国際的に容認され
る定義を定め，「レバレッジド・リース」という用語を使用しないつもりである。）
( i) 長期投資の測定
(ii) 長期投資として保有されている市場性ある持分証券の測定
(iv) 短期投資の測定
( v ) 短期投資の時価の増減の認識
上記4つの問題は，国際会計基準第25号「投資の会計処理」関連の会計問題であり，金融商品の
プロジ、ェクトについての今後の作業結果が得られるまで保留された。
なお，理事会は，類似の取引および事象に対する会計処理の選択を引き続き容認するいくつかの
ケースにおいて， E32において提案された「優先（preferred）」という用語に代えて「標準（bench
mark）」という用語を用いるべきであると結論づけた（[16],par.10）。また，許容される代替的会
計処理方法を使用する企業に対して E32において提案された調整表作成要求に反対する相当数の
コメントを受けて，理事会は，このコメントの主張を了承し E32において提案された調整表の作
成を要求しないこととした。しかし，理事会は，企業が財務諸表の一部として調整表を公表するよ
うに勧めることとした（ [16],par.11）。
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図表3「理事会が， E32における29の提案事項のうち実質的な変更なく
改訂国際会計基準に組み入れることに合意した21の会計問題」
強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
会計問題 処理方法 理方法
基本的誤謬および脱 留保利益の期首残高 当期の損益に含める
漏の改訂ならびに会 を調整する 修正後の見積による
計方針の変更による 比較可能な情報を修 比較可能な情報を表
修正 正する 示する
(IASNo.8) 
工事契約に関する収 工事進行基準 工事完成基準
益および純利益の認 利益の認識条件を満
識 たさない場合には関
(IASNo.11) 連する費用の額まで
収益を認識する
有形固定資産の測定 取得原価で測定する 再評価額で測定する
(IASNo.16) 
他の資産との交換に 異種取得資産につい 異種取得資産につい
よって取得した有形 ては公正価値 ては譲渡資産の正味
固定資産の測定 同種取得資産につい 帳簿価額
(IASNo.16) ては譲渡資産の正味 同種取得資産につい
帳簿価額 ては公正価値
以前に損益に賦課さ 当期の損益計算上認 株主持分において認
れた評価切下げ額に 識する 識する
関する評価替えの認
識
(IASNo.16) 
役務提供取引に関す 進行基準 完了基準
る収益の認識
(IASNo.18) 
退職給与費用の決定 発生給付評価方式 予測給付評価方式
(IASNo.19) 
過去勤務費用，実績 加入従業員の期待平 発生した期間の損益
と修正および保険数 均残存在職期間の概 計算上認識する
理計算上の仮定の変 算的期間にわたって
更による影響額の認 組織的に認識する．
識
(IASNo.19) 
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にしてー -75-
強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
会計問題 処理方法 理方法
過去勤務費用，実績 加入従業員の期待平 発生した期間の損益
と修正および保険数 均残存在職期間の概 計算上認識する
理計算上の仮定の変 算的期間にわたって
更による影響額の認 組織的に認識する
識
(IASNo.19) 
長期貨幣項目に関す ヘッジされたものを 繰り延べて当期およ
る為替換算損益の認 除き当期の損益計算 び将来の期間の損益
識 上認識する 計算上認識する
(IASNo.21) 
実際的なヘッジ手段 当期の損益計算上認 資産原価の一部とし
のない急激な通貨価 識する て認識する
値の下落に起因する
資産取得に関する為
替換算損失の認識
(IASNo.21) 
外国法人の損益計算 取引日の為替相場 決算日の為替相場
書項目の換算に用い （または平均相場）
る為替相場
(IASNo.21) 
決算日の為替相場以 株主持分上認識する 当期の損益計算上認
外の相場で換算され 識する
た損益計算書項目に
生じた差額の処理
(IASNo.21) 
超インフレ経済下で 換算前IAS第29号「超 換算前に修正するこ
営業活動を営む子会 インフレ経済下の財 となく財務諸表を換
社 務報告」に準拠して 算する
(IASNo.21) 財務諸表を修正する
親会社の経営活動と ヘッジされたものを 実際的なヘッジ手段 繰り延べて当期およ
不可分な在外活動に 除き当期の損益計算 のない急激な通貨価 び将来の期間の損益
生じた換算差額の処 上認識する 値の下落に起因する 計算上認識する
理 ものについては資産
(IASNo.21) 原価の一部として認
識する
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強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
会計問題 処理方法 理方法
企業結合の会計 取得についてはパー 持分の結合について
(IASNo.21) チェス法 はパーチェス法
持分の結合について
は持分プーリング法
正ののれんの処理 資産として認識し， 即座に株主持分を修
(IASNo.22) かっその有効期間に 正する
わたって組織的な基
準に従って償却する。
償却期間は 5年を超
えではならない。よ
り長期の期間が正当
化される場合にはこ
の限りではないが，
いかなる場合であっ
ても， 20年を超えて
はならない。
負ののれんの処理 個々の非貨幣資産に 繰延利益として処理 即時に株主持分を修
(IASNo.22) 配分する。配分後に し，かつ正ののれん 正する
負ののれんが残って と同様，組織的な基
いる場合には，繰延 準に従って損益計算
利益として処理し， 上認識する
かっ正ののれんと同
様，組織的な基準に
従って損益計算上認
識する
企業結合から生じる 取得前の帳簿価額で 取得後の公正価値で
少数株主持分の測定 測定する 測定する
(IASNo.22) 
投資不動産の測定 減価償却後の取得原 再評価額で測定する 減価償却をしない取
(IASNo.25) 価で測定する 得原価で測定する
以前に再評価剰余金 留保利益に振り替え 当期の損益計算上認
上認識された実現利 る 識する
益の認識
(IASNo.25) 
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一 -77-
図表4「理事会がE32『財務諸表の比較可能性jの提案事項に
対して実質的な変更を行うことに合意した会計問題」
強制的または優先的 許容される代替的処 排除された処理方法
会計問題 処理方法 理方法
棚卸資産の原価配分 先入先出法および加 後入先出法および基
(IASNo.2) 重平均原価法 準棚卸法
開発費の認識 開発費が特定の基準 特定の基準を満たす
(IASNo.9) を満たす場合には資 開発費を費用として
産として認識し，特 認識する
定の基準を満たさな
い場合には費用とし
て認識する
借入費用の認識 資産が当初の目的ど 資産化規準を満たす
(IASNo.23) おりに利用または売 借入費用を費用とし
却されるまで相当の て認識する
期間を要するものに
ついては資産原価の
一部として認識する。
他の状況にある場合
には，費用として認
識する
④ 改訂国際会計基準の公表
E32「財務諸表の比較可能性」における29の提案事項のうち21（図表3一74～76頁参照）は，次
のような公開草案の公表後，実質的な変更なく 7つの改訂国際会計基準に組み入れられ，確定した。
公開草案 改訂国際会計基準
公開草案第41号「収益の認識」
公開草案第42号「工事収益」
公開草案第43号「有形固定資産」
公開草案第44号「外国為替レート変動の影響J
公開草案第45号「企業結合J
公開草案第46号「異常損益項目，重大な誤謬
および会計方針の変更」
改訂IAS第18号「収益」
改訂IAS第1号「工事収益」
改訂IAS第16号「有形固定資産」
改訂IAS第21号「外国為替レート変動の影響」
改訂IAS第22号「企業結合」
改訂IAS第8号「期間純損益，重大な誤謬
および会計方針の変更」
公開草案第47号「退職給付コストJ 改訂IAS第19号「退職給付コスト」
また， E32「財務諸表の比較可能性」における 3つの提案事項（上記の図表4参照）は，次のよ
うな公開草案の公表後， 3つの改訂国際会計基準として確定した。
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公開草案
公開草案第38号「棚卸資産」
公開草案第37号「研究・開発費」
公開草案第39号「借入費用」
研究年報第双E巻
改訂国際会計基準
改訂IAS第2号「棚卸資産」
改訂IAS第9号「研究・開発費」
改訂IAS第23号「借入費用J
公開草案第38号「棚卸資産jは，「趣意書」における提案と同様に棚卸資産の原価決定方法から
後入先出法を除去していたが， E32「財務諸表の比較可能性」における提案（後入先出法を許容さ
れる代替的会計処理方法とする）に修正され，改訂IAS第2号として確定した。また，公開草案第
39号「借入費用」は，「趣意書」における提案と同様に適格資産（当初の目的どおりに利用または
売却されるまで相当の期間を要する資産）に関する借入費用については資産原価の一部として認識
することを強制していたが E32「財務諸表の比較可能性」における提案（適格資産に関する借入
費用を資産原価の一部として認識する方法を許容される代替的会計処理方法とする）に修正され，
改訂IAS第23号として確定した。公開草案第37号「研究・開発費」は，「趣意書」における提案と
同様に特定の基準を満たす開発費の資産化を強制する内容で，改訂IAS第9号として確定した。
国際会計基準委員会による「比較可能性プロジ、エクト」は，以上のような経緯を経て1993年1月
に10の改訂国際会計基準の確定をもって，完了した。
(2) 国際会計基準に対する証券監督者国際機構の反応
証券監督者国際機構(IOSCO）の専門委員会の第1作業部会（多国間ディスクロージャーと会計） 7 
は， 1993年4月頃から国際会計基準を本格的に審議し始め， 1993年6月には外国で公募ないし上場
する企業に適用されるコア・スタンダード（ a comprehensive core set of accounting standards-
IOSCOが国際会計基準を認知するに当たって最低限必要と考える基本的な会計基準）のリストを作
成した。また，第1作業部会は， 1993年8月16日にはIOSCOのコア・スタンダードのリストに関す
る書簡とIAS第7号「キャッシュ・フロー計算書」の採用を推奨する用意がある旨の書簡をIASCへ
送付した。こうしたIOSCOの動きに対して， IASCは， 1993年9月にコア・スタンダードに対するI
ASCの見解やIOSCOの第1作業部会が国際会計基準に関して満足していない事項の連絡依頼など
を含む返書をIOSCOへ送付した（ [33] 72-73頁）。このような経緯を経て，第 l作業部会は， IASC
がそれまでに公表したすべての国際会計基準（E32W財務諸表の比較可能性Jで取り扱った10の基
準を含む）を改めて検討し，その評価審議結果を取りまとめ， 1994年 6月17日付きのIASC宛の
書簡とした（[33], 74頁）。その後，証券監督者国際機構の専門委員会と国際会計基準委員会の理事
会は， 1995年7月1日に，国際会計基準の設定に関する合意事項を発表した。以下において，国際
会計基準に対する証券監督者国際機構の評価（1994年6月17日のIASC宛の2つの書簡）と1995年
7月1日の証券監督者国際機構と国際会計基準委員会との問での合意事項の内容を説明する。
① 国際会計基準に対する証券監督者国際機構の評価
1994年6月17日のIASC宛の2つの書簡には，国際会計基準に対するIOSCOの第 1作業部会の評
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にしてー
??
価が示されている。 1つの書簡は E32比較可能性プロジ、エクトの対象となった10の国際会計基準
に対する評価が示されている。もう 1つの書簡は， E32比較可能性プロジ、エクトの対象とされなかっ
た14の国際会計基準に対する評価が示されている。 2つの書簡における国際会計基準に対する評価
は，国際会計基準が多国間での証券の公募および上場の目的に使用することについての受け入れ可
能性の観点から検討されている。つまり，国際会計基準は，国内市場に参入する外国企業にとって，
IOSCOメンバ一国の規制当局によりその国内基準を使用することに対する 1つの選択肢としての
受け入れ可能性の観点から検討されている。
(a) E32比較可能性プロジ、エクトの対象となった国際会計基準に対する評価
IOSCOの第1作業部会は，次の8つのE32基準については，多国間での証券の公募および上場を
行う企業へ適用されるコア・スタンダードを構成するものとして受け入れ可能であると決定した。
ただし，これらの基準には，検討保留事項（一般的にはあまり直面することがなく，多くの場合，
複雑であり， IOSCOが国際会計基準の受け入れ勧告を検討する前には取り組む必要のない項目を
含んでいる。）が指摘されている（ [ 9 ],141頁）。
改訂IAS第2号「棚卸資産」
改訂IAS第8号「期間純損益，重大な誤謬および会計方針の変更」
改訂IAS第1号「工事収益」
改訂IAS第16号「有形固定資産」
改訂IAS第18号「収益の認識J
改訂IAS第21号「外国為替レート変動の影響」
改訂IAS第22号「企業結合」
改訂IAS第23号「借入費用」
残りの2つのE32基準のうち改訂IAS第9号「研究・開発費」の受け入れ可能性については，第
1作業部会は合意に達していない。特に 開発費について特定の規準に合致する場合に要求される
資産化が問題となっている。さらに，改訂IAS第19号「退職給付コスト」については，更に，改善
が必要とされる点で同意されている。つまり，改訂IAS第9号「研究・開発費」と改訂IAS第19号
「退職給付コスト」は，改訂必須項目（いくつかのIOSCOメンバーが，国際会計基準の合理的に包
括的な国際会計基準に到達するために， IASCによって取り組む必要があると考えている項目）で
あるとされている（ [9], 141頁）。
(b) E32比較可能性プロジ、エクトの対象とされなかった国際会計基準に対する評価
IOSCOの第l作業部会は， E32比較可能性プロジェクトの対象とされなかった14の国際会計基準
のうち，次の8つの基準を改訂必須項目であると決定した 8( [ 9 ],132頁）。
IAS第1号，第5号および第13号「財務諸表の表示」
IAS第10号「偶発事象および後発事象j
IAS第12号「法人税等の会計」
IAS第14号「セグメント別財務情報の報告」
IAS第17号「リース会計J
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IAS第25号「投資の会計処理」
IOSCOの第1作業部会は E32比較可能性プロジ、エクトの対象とされなかった14の国際会計基準
のうち，次の6つの基準については，改訂必須項目のない，受け入れ可能な基準であると決定した。
ただし，これらの基準には，検討保留項目（一般的にはあまり直面することがなく，多くの場合，
複雑であり， IOSCOが国際会計基準の受け入れ勧告を検討する前には取り組む必要のない項目を
含んでいる）が指摘されている。なお， IAS第7号（1992年改訂）「キャッシユ・フロー計算書J
は， 1993年10月にIOSCOで承認されている（ [ 9 ],131頁）。
IAS第20号「国庫補助金の会計および政府援助の開示J
IAS第24号「特別利害関係の開示」
IAS第27号「連結財務諸表ならびに子会社に対する投資の会計処理」
IAS第28号「関連会社に対する投資の会計処理」
IAS第29号「超インフレ経済下の財務報告J
IAS第31号「ジョイント・ベンチャーに対する持分の財務報告」
② 証券監督者国際機構と国際会計基準委員会との問での国際会計基準に関する合意
証券監督者国際機構（IOSCO）と国際会計基準委員会（IASC）は， 1995年7月11日に，国際会
計基準に関する次のような合意事項を発表した（ [10],43頁）。
( i ) IOSCOは，すでに承認済みの国際会計基準第7号（キャッシュ・フロー計算書）を確認す
るとともに，他のコア・スタンダードの完成を条件に既存の14の国際会計基準について追加的
な改訂を要求しないこと。
(ii) IASCがコア・スタンダードをIOSCOの専門委員会よって受け入れ可能な内容で完成すれば，
IOSCOは，世界中のすべての資本市場における多国間での証券の公募および上場目的のため
の会計基準として，国際会計基準を承認すること。
(ii) IASCがコア・スタンダードに対応する形式で作成した1999年までの作業計画に対して， IOS
coは，その作業計画が予定通り首尾よく完了するよう協力を約束すること。
コア・スタンダード（図表6-80～82頁参照）のうち15の基準は， IOSCOよって受け入れ可能な
内容であることを確認し，残り16の基準についてはIASCの作業計画（図表7-82頁参照）に沿っ
て改訂・設定していくこととなった。図表6は，左側に コア・スタンダード右側に，コア・ス
タンダードに対応する国際会計基準および公開草案が示しである。なお，太字体で示した国際会計
基準は， IOSCOの満足する内容であることが確認され，改訂する必要のない15の基準である。
図表6「コア・スタンダード」
(1) 一般
・会計方針の開示 ED第53号（財務諸表の表示プロジェクト）
－会計方針の変更 IAS第8号（期間純損益，重大な誤謬および会計方針の変更）
・財務諸表に開示すべき情報 ED第53号（財務諸表の表示プロジ、エクト）
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(2) 損益計算書
－収益の認識 IAS第18号（収益の認識）
－工事契約 IAS第1号（工事契約の会計）
－製造原価および購入原価 ED第53号（財務諸表の表示プロジ、エクト）
・減価償却 IAS第16号（有形固定資産）
－減損 （この項目は他の基準で扱われるかもしれない）
－法人税等 IAS第17号（法人税等の会計） /ED第49号（法人税等）
－異常損益項目 IAS第8号（期間純損益噌重大な誤謬および会計方針の変更）
・国庫補助金 IAS第20号（国庫補助金の会計および政府援助の開示）
－退職給付 IAS第19号（退職給付コスト） /ED第54号（従業員給付）
－従業員給付 IAS第19号（退職給付コスト） /ED第54号（従業員給付）
・研究・開発活動 IAS第9号（研究・開発費）
－利息 IAS第23号（借入費用）
・ヘッジ （この項目は他の基準で扱われるかもしれない）
(3) 貸借対照表
－上記の損益計算書項目の貸借対照表への影響
・有形固定資産 IAS第16号（有形固定資産）
－リース取引 IAS第17号（リースの会計処理）
・棚卸資産 IAS第2号（棚卸資産）
－繰延税金 IAS第17号（法人税等の会計） /ED第49号（法人税等）
・外国通貨 IAS第21号（外国為替レート変動の影響）
－投資 IAS第25号（投資の会計処理）
・金融商品・オフバランス取引 ED第48号（金融商品）
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－ジョイント・ベンチャー IAS第31号（ジョイン卜・ベンチャーに対する持分の財務報告）
・偶発事象 IAS第10号（偶発事象および後発事象）
－後発事象 IAS第10号（偶発事象および後発事象）
－流動資産および流動負債 IAS第13号（流動資産および流動負債の表示）
/ED第53号（財務諸表の表示プロジ、エクト）
・企業結合（のれんを含む） IAS第22号（企業結合）
・他の無形資産 ED第50号（無形資産）
(4) キャッシュ・フロー
－キャッシュ・フロー IAS第7号（キャッシュ・フロー計算書）
(5) 他の基準
－連結財務諸表 IAS第27号（連結財務諸表ならびに子会社に対する投資の会計処理）
－超インフレ経済下で活動する子会社 IAS第21号（外国為替レート変動の影響） /IAS第29号
（超インフレ経済下の財務報告）
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－関連会社／持分法 IAS第28号（関連会社に対する投資の会計処理）
・セグメント別財務情報の報告 IAS第14号（セグメント別財務情報の報告）
/ED第51号（セグメント別財務情報の報告）
－中間財務報告
. 1株当たり利益 ED第52号（ 1株当たり利益）
－特別利害関係の開示 IAS第24号（特別利害関係の開示）
．廃止事業
・重大な誤謬／見積り計算の変更 IAS第8号（期間純損益，重大な誤謬および会計方針の変更）
図表7「作業計画」
1995 1996 1997 1998 1999 
プロジ、ェクト 11月 3月 6月 9月 3月 6月 11月 3月 6月 11月 3月 6月 11月
法人税 IAS 
金融商品 Dis Dis Dis ED IAS 
一株当り利益 ED Dis IAS 
無形資産 Dis IAS 
セグメント ED Dis IAS 
表 刀t SOP ED Dis IAS 
農 業 PO Dis SOP ED Dis IAS 
退職給付コスト等 PO Dis SOP ED Dis IAS 
中間報告 pp PO Dis SOP ED Dis IAS 
廃止事業 pp PO SOP ED Dis IAS 
引当金及び偶発損失 pp PO Dis SOP ED Dis IAS 
リース pp PO Dis SOP ED Dis IAS 
研究及び開発（改訂） pp ED Dis IAS 
減損（改訂） pp ED Dis IAS 
投資（改訂） pp ED Dis IAS 
のれん（改訂） pp ED Dis IAS 
件 数 7 6 7 7 7 7 7 7 4 4 6 4 
pp：プロジェクトの設置 PO：ポイントアウトライン SOP：原則書 Dis：デイスカッション
ED：公開草案 IAS：国際会計基準 （出所：〔 10〕43頁）
(3) 国際会計基準の現状と加速作業計画
① 国際会計基準の現状
1996年9月末現在までに公表されている国際会計基準および公開草案は，図表8(83～84頁参照）
および図表9(84頁参照）の通りである。
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図表8「国際会計基準」
表 題 公表 改訂
第1号 会計方針の開示（Disclosureof Accounting Policies) 1975.1 
第2号 棚卸資産（Inventories) 1976.10 1993.12 
第3号「連結財務諸表」は，第27号および第28号に差し替えのため
廃止
第4号 減価償却の会計（Depreciation Accounting) 1976.10 
第5号 財務諸表に開示すべき情報 (Informationto be Disclosed in 
Financial Statements) 1976.10 
第6号「物価変動に対する会計上の対応」は 第15号に差し替え
のため廃止
第7号 キャッシュ・フロー計算書（ Cash Flow Statements) 1977.10 1992.12 
第8号 期間純損益，重大な誤謬および会計方針の変更（ Net Profit or 
Loss for the Period, Fundamental Errors and Changes in 
Accounting Policies) 1978.2 1993.12 
第9号 研究・開発費（Researchand Development Cost) 1978. 7 1993.12 
第10号 偶発事象および後発事象（Contingenciesand Events Occurring 
After the Balance Sheet Date) 1978.10 
第1号 工事契約（ConstructionContracts) 1979.3 1993.12 
第12号 法人税等の会計（ Accounting for Taxes on Income) 1979.7 
第13号 流動資産および流動負債の表示（ Presentation of Current 
Assets and Current Liabilities) 1979.11 
第14号 セグメント別財務情報の報告（ReportingFinancialInformation 
by Segment) 1981.8 
第15号 物価変動の影響を反映する情報 (InformationReflecting the 
Effects of Changing Price) 1981.11 
第16号 有形固定資産（ Propety, Plant and Equipment) 1982.3 1993.12 
第17号 リースの会計処理（ Accounting for leases ) 1982.9 
第18号 収益（Revenue) 1982.12 1993.12 
第19号 退職給付コスト（RetirementBenefit Costs) 1983.1 1993.12 
第20号 国庫補助金の会計および政府援助の開示（Accountingfor 
Government Grant and Disclosure of Government Assistance) 1983.4 
第21号 外国為替レート変動の影響（ The Effects of Changes in 
Foreign Exchange Rates) 1983.7 1993.12 
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表 題 公表 改訂
第22号 企業結合（BusinessCombinations) 1983.11 1993.12 
第23号 借入費用（BorrowingCosts) 1984.3 1993.12 
第24号 特別利害関係者の報告（RelatedParty Disclosures) 1984.7 
第25号 投資の会計処理（ Accounting for Investments) 1986.3 
第26号 退職給付制度の会計と報告（ Accounting and Reporting by 
Retirement Benefit Plans ) 1987.1 
第27号 連結財務諸表ならびに子会社に対する投資の会計処理
( Consolidated Financial Statements Accounting for 
Investments in Subsidiaries) 1989.4 
第28号 関連会社に対する投資の会計処理（Accountingfor Investments 
in Associates) 1989.4 
第29号 超インフレ経済下の財務報告（FinancialReporting in 
Hyperinfla tionary Economics) 1989. 7 
第30号 銀行業および類似する金融機関の財務諸表における開示
( Disclosures in the Financial Statements of Banks and 
Similar Financial Institutions ) 1990.8 
第31号 ジョイント・ベンチャーに対する持分の財務報告（Financial
Reporting of Interrests in Joint Ventuures) 1990.12 
第32号 金融商品－表示および、開示－（FinancialInstruments: Disclosures 
and Presentation) 1995.6 
図表9「国際会計基準公開草案」（1996年8月末現在）
表 題 公表
E48 金融商品（FinancialInstruments) 1994.1 
E49 法人税等（ Income Taxes ) 1994.10 
E50 無形資産（IntangbleAssets) 1995.6 
E51 セグメント別財務情報の報告（ReportingFinancial Information by Segment) 1995.12 
E52 1株当たり利益（EarningsPer Share) 1996.1 
E53 財務諸表の表示（ Presentation of Financial Statements) 1996.6 
E54 従業員給付（EmployeeBenefit) 1996.9 
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② 加速作業計画
国際会計基準委員会は 1995年7月のIOSCO（証券監督者国際機構）との共同記者会見で， IOS
coのIASの承認要件であるコア・スタンダード完成までの作業計画を発表し 1999年6月完成を
目差すとしていた。 1996年3月に事務総長から提案された加速作業計画は，コア・スタンダード完
成を15カ月早めて1998年3月とするものとなった（[30] 62四63頁）。加速作業計画は，図表10の通り
である（［30],63頁）。
図表10「加速作業計画」
1996 1997 1998 
フ。ロジ、ェクト 3月 6月 9月 (10月） (11月） (12月） 1月 3月 6月 10月 l月 3月
法人税 Dis IAS 
金融商品と投資の
Dis Dis Dis 
討議書
Dis ED Dis Dis IAS 
改訂 DSOP 
一株当り利益 Dis IAS 
無形資産、研究及び開発の
Dis IAS ED Dis IAS 改訂とのれんの改訂
セグメント Dis IAS 
表 刀t ED Dis IAS 
農 業＊ PO Dis SOP ED 
退職給付コスト等 PO ED Dis Dis IAS 
中間報告 Dis DSOP Dis Dis ED Dis IAS 
廃止事業 Dis DSOP Dis ED Dis IAS 
引当金及び偶発損失 DSOP Dis ED Dis Dis IAS 
リースの改訂 pp Dis ED IAS 
減損の改訂 pp Dis ED IAS 
件 数 5 7 9 7 6 7 6 4 4 
）の理事会の開催はない。 pp：プロジ、エクトの設置 PO：論点概要書 DSOP：原則書案
SOP：原則書 Dis：ディスカッション ED：公開草案 IAS：国際会計基準 *IOSCOのコア基準外
皿 国際会計基準第17号の分析
リー ス（Lease）とは，企業が機械設備を導入する場合 自己資金又は銀行等からの融資を受けて
機械設備を取得し自己の固定資産として使用するのではなく，リース会社（貸手；Lessor）が機械設
備を購入し，ユーザー企業（借手；Lessee）は，これをリース会社から賃借して使用するものである 90 
リースでは，借手は，定められた賃借料を支払うことでその設備資産を自己所有資産とかわりなく
使用しそこから収益を稼得するもののその設備資産の所有権は貸手側にある。つまり，借手は貸手
の資金調達により設備資産を取得したのと実質的には同様の効果を得る。したがって，リース取引
の経済的実質は，借手のリース資産の取得とそれに対する金融としての機能にある。しかしながら，
会計上，このような新しい取引類型を受入れる用意は 伝統的な会計概念のなかにはなかった100 
伝統的な会計理論のもとでのリース取ヲ｜は，将来の賃借料の支払いと交換にその設備資産の使用を
とりきめる賃貸借としての会計処理であった。このため，リースによる設備資産を使用する企業と
自己資金や借入金等で自己設備資産を購入した企業とでは，設備資産の果たす役割は同じであるが，
-86- 研究年報第双E 巻
そこで公表される各々の企業の財務諸表はまったく異なったものとなってしまう。このようなリー
スの会計上の問題点は リース取引の著しい増大とともに投資家をはじめとした財務諸表を利用す
る多くの利害関係者から指摘がなされてきた。すなわち，リース取引の実態的，実質的な状況から，
リース資産を自己の設備資産の取得，そしてそれに対する債務の確定として，借手の貸借対照表上
に資産及び負債として計上（リース資本化）することが要求された。
国際会計基準委員会のリース会計に関する基準は， 1980年10月31日付，公開草案第19号（以下，
E19という）に始まる。その後， E19は，若干の修正，削除，語句の移動等を経て，国際会計基準
第17号として1982年3月に承認され，同年9月に公表された。国際会計基準第17号は，序説，解説，
国際会計基準第17号の3章から構成されている。本章では，国際会計基準第17号の構造を分析し，
特徴と問題点を明らかにする。
(1) 国際会計基準第17号の構造
① 国際会計基準第17号の基本的思考
国際会計基準第17号は，「取引およびその他の事象は単に法律的形式に従うのではなく，その実
質および、財務上の実態に従って会計処理ならびに表示されるべきである（[17],par.6）。」として，
「実質優先思考J12を基本的思考としている。実質優先思考は，利害関係者に対して意思決定に有用
な会計情報を提供するという会計目的から派生する思考であり，これは国際会計基準自体の基本的
思考でもある 130 
② リースの定義
リースとは，「貸手がリース料を得て，契約期間中資産の使用権を借手に移転する契約と定義さ
れる（[17],par.2）。」この定義から，借手が取得するのは資産の使用権であり，リース料は使用権
に対する借手の支払義務である。
③ リースの分類
国際会計基準第17号では，「リース」は契約の形式より取引の実態に応じて，金融性リース（以
下，ファイナンス・リースとする）と賃貸性リース（以下，オペレーテイング・リースとする）と
に分類されている。ファイナンス・リースとは 資産の所有に伴う危険と便益を実質的にすべて移
転するリースであり，この場合，所有権の有無は問わない。また，オペレーテイング・リースは，
ファイナンス・リース以外のリースである。
ファイナンス・リースの条件は，上述したとおり「資産の所有に伴う危険と便益を実質的にすべ
て借手に移転される。」ことであるが，こうしたリースは 通常解約不能なリースであり，貸手
に対して自己の資本的支出額の回収および投下資金に対する収益を保証するものである（[17],par. 
5）。
解約不能リースは，文字通り中途解約の不能なリースであり，具体的な状況としては，次の（a）か
ら（d）のどれかlつに該当する場合を除き解約できないリースである（［17],par.2）。
(a) 実現性の低い偶発事象が発生した場合。
(b）貸手の許可がある場合。
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(c）借手が同一の貸手と同ーまたは同等の資産に対して新規のリース契約を結んだ場合。
(d）借手が，リース開始時点に，解約の可能性がきわめて少ないとしか考えられないような多額の
解約金をあえて支払う場合。
また，貸手に対する自己の資本的支出額の回収および投下資金に対する収益を保証することは，
具体的には次のような状況事例を以て分類される 14 。
(a) リース期間の終了日までに借手に資産の所有権が移転される場合。（所有権移転規準）
(b）借手に資産の購入選択権が与えられており かっその購入価格が選択権の行使の日の公正価値
よりも十分に低いと予想されるので，リース開始日に当該選択権行使が合理的に確実視される場
合。 （割安購入選択権規準）
( c) リース期間が，所有権が最終的に移転すると否かにかかわらず，当該資産の耐用年数の大部
分を占める場合。 （経済耐用年数規準）
(d) 最低リース料総額のリース開始日における現在価値が，リース開始日にリース資産の公正価値
（貸手に対する諸助成金および税額控除があれば，それを差ヲ｜いた額）のうちの相当の金額以上
である場合。この場合 所有権が最終的に移転するか否かを問わない。（公正価値規準）
すなわち，リースはその契約内容により，ファイナンス・リースとオペレーテイング・リースに
分類されるが，ファイナンス・リースの条件としては，解約不能リースであること，そして，上記
の4つの状況（規準）のいずれか1つに該当することである。
なお，貸手側では，ファイナンス・リースに該当するリースは，貸手が製造業者又は取扱業者の
リースに分類される。また それ以外のリースとしては 土地及び建物リースとリース戻し条件付
売却取引に分類され，各々の会計処理が規定されることになる。これらのことを図示すれば次の通
りである。
ー???????????
?
??
図表11 国際会計基準第17号によるリースの分類
資産の所有に伴うリスクや利益の実質的
全てを借手に移転するか否か。
I YES! 解約不能リースドヰj4つの状況事例
’貸手に対する自己の資
本的支出額の回収及び
投下資金に対する収益
を保証する状況事例0
．所有権移転規準
・割安購入選択権規準
．経済耐用年数規準
NO 1・公正価値規準
金融性リース
(77イナンス・リ』ス）
NO 
貸手が製造業者又は取扱業者であるリース
賃貸性リース
（オペレ』ティング・リース）
その他のリース
土地及び建物のリース
リース戻し条件付売却取引
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国際会計基準第17号は ファイナンス・リースとオペレーテイング・リースの判断規準に4つの
状況事例を設定しているが，その内容は厳格なものではなくゆるやかなものである。このようにあ
る取引の会計処理を行うにあたり，取引の各々の状況により取引が分類され，それぞれに対応した
会計処理方法が設定されている会計基準は，状況別会計基準と呼ばれる 150 状況別会計基準では，
取引の分類規準，すなわち状況設定が重要なポイントとなる。
④ファイナンス・リースの会計処理
( i ）借手側
借手におけるファイナンス・リースの会計処理として，「リース資本化」が明確に宣言されてい
る。このことは，国際会計基準第17号の次のような記述から明かである（［17],par.6,7）。
「6. リース契約の法律的形式の上では，借手はリース資産の法的な所有権を取得していないが，
金融性リースの場合には，その実質および財務上の実態としては，借手がその経済的耐周年数
の大部分にわたって当該リース資産を使用するという経済上の便益を 資産の公正価値および
それに関連する金融費用にほぼ等しい金額を当該権利に対して支払う義務を負うことを引き換
えに，取得している。
7 このようなリース取引が借手の貸借対照表に反映されないならば企業の経済的資源および
債務額は過少表示され，財務比率はゆがめられる。それゆえ借手の貸借対照表では，金融性リー
スを，資産およびその後のリース料の支払債務として掲記することが妥当とされる。」
ファイナンス・リースの実質および財務上の実態は，リース資産を利用することから生じる経済
上の便益は，この使用する権利に対して支払う義務を負うことを引換えに取得される。したがって，
リース資産を使用する権利（権利）とそれに対する支払債務（義務）は 貸借対照表上に掲記され
ることが妥当である。
具体的な会計処理は次の通りである。
(a) ファイナンス・リースより生ずる権利および債務は，リース開始日に，リース資産の公正価値
または最低リース料総額の現在価値のどちらか低い金額で記録される。リース開始日に，資産お
よび将来のリース料に対する負債は同一金額で貸借対照表に掲記される（[17],par.8）。
(b）最低リース料総額の現在価値を計算する際の割引率は リース上の計算利子率＊Iを用いる。そ
れが確認できない場合は，借手の追加借入利子率＊2を用いる（［17],par.9）。
(c) リース期間にわたる最低リース料総額合計額と当初に記録された負債額との差額は，金融費用
である。この費用は 各期間中の負債残高に対し一定の期間利子率となるような方法でリース期
間にわたり毎期に配分される。実務上，計算を単純にするため 適切な方式の簡便計算が用いら
れる（［17],par.ll）。
(d) ファイナンス・リースでは，減価償却費と金融費用が毎会計期間に生じる。リース資産の償却
可能額は，借手がその所有する償却資産に採用する償却方針と首尾一貫した基準にて，予想耐用
年数にわたって各会計期間に配分される。借手がリース期間の終了日までに所有権を獲得するこ
とが確実である場合には 予想耐用年数は当該資産の耐用年数であり それ以外は，リース期間
又は耐周年数のどちらか短い期間である（[l 7],par.10,46）。
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* 1；リース上の計算利子率…貸手の立場からみて，（a）最低リー ス料総額と（b）無保証残存価値とのリース開始日における現
在価値の合計額を当該リース資産の公正価値から貸手が享受する助成金および税額控除を差ヲ｜いた額と等しくするよ
うな割引率をいう。
* 2；借手の追加借入利子率…同等のリースについて借手が支払わなければならないで、あろう利子の率，または，それを決
定できない場合には，リース開始日に，借手が同等の期間にわたり，同等の保証で，当該資産購入に必要な資金を借入れる
際に負担したと思われる利子の率をいう。 以上（［17],par.2)
( i）貸手側
貸手におけるファイナンス・リースの会計処理は，所有に伴う危険と便益は実質的にすべて借手
へ移転していることから，受取リース料は，貸手の投資の回収となる元本の払戻し，役務の報酬お
よび金融収益として処理される（[17] ,par.14）。
具体的には次のように会計処理される。
(a) ファイナンス・リースのもとでは，所有する資産は，有形固定資産はなく，受取勘定として，
正味リース投資未回収額＊1に等しい額で貸借対照表に掲記しなければならない（[ 1 7], par .48）。
(b) ファイナンス・リースに関する金融収益の認識は，慎重性を配慮した上で，ファイナンス・リー
スに関する貸手の正味リース投資未回収残高または正味現金投資未回収残高＊2のいずれかに対し
て一定の期間収益率となる方式に基づいて行わなければならない。採用した方法は，同じ金融的
特徴のあるリースには継続して適用しなければならない（［17],par.49）。
(c) 毎会計期間に対するリース料は，役務に対する費用を除き，元本および未稼得金融収益＊3を減
ずる形でリース投資未回収総額に対して処理される（[l 7],par.15）。
(d) 貸手のリース投資未回収総額の計算にあたって使用される見積無保証残存価値＊4は，定期的に
見直される（[l 7],par.18）。
* 1；正味リース投資未回収額…リース投資未回収総額辛から未稼得金融収益を控除した額。
* 2；正味現金投資未回収額…リースに関する現金の流出高と流入高との差額をいう。この場合，保険料，維持費および
これらに類似する費用で借手に負担させる費用は現金の流れから除外される。現金の流
出高には，資産の取得のための支払額，支払税金額，第三者金融に係る利息と元本の返済
額が含まれる。また，流入高には，リース料受取額，残存価値処分受取額，リースから生ず
る受取補助金，税額控除等の税金軽減額または払戻し額が含まれる。
* 3；未稼得金融収益
* 4；無保証残存価値
…貸手のリース投資未回収総額とその現在価値との差額をいう。
・リース資産残存価値（リース開始日の見積額）のうちで，貸手による実現が他によって
保証されていないか，または保証されていても貸手側の関係者によってしか保証されて
いない部分の額をいう。
＊リース投資未回収総額…貸手の立場からみた，ファイナンス・リースのもとにおける最低リース料総額と貸手側に実
現可能な無保証残存価値との合計額をいう。 以上（[17] ,par.2) 
(ii）貸手が製造業者または取扱業者による場合の会計処理
国際会計基準第17号では，製造業者または取扱業者が貸手となって，ファイナンス・リースを行
う場今と，リース会社が行う場合とを区別して取扱っている。これは 製造業者または取扱業者の
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場合，リース資産を通常の価格で販売した場合に得られる収益とリース期間にわたる金融収益（[17], 
par.23）と 2つの形態の収益が生ずるからである。このため，製造業者または取扱業者は， しばし
ば，顧客に対して，資産を購入するか又はリースをするかの選択権を与える。次のような会計処理
がなされる。
(a) ファイナンス・リースのもとでは，所有する資産は，有形固定資産としてではなく，受取勘定
として，リース収入予定純額に等しい額で貸借対照表に掲記されなければならない。
(b) 製造業者または取扱業者たる貸手によりファイナンス・リースの開始日に記録される売上収益
額は，その資産の公正価値，または最低リース料総額と貸手に帰属する見積残存価値の合計を商
業利子率で割ヲ｜いた現在価値のどちらか低い方である。リース開始日に認識される売上原価は，
リース資産の原価もしくは簿価である。売上収益と売上原価との差額は，売上利益で，通常，企
業が売上に関して準拠している方針に従って認識される（[17] ,par.24）。
これは，製造業者または取扱業者たる貸手は 顧客を得るために人為的に低い利子率を用いるこ
とがあり，そのような利子率を用いることは その販売時の収益計上額を過大にする結果を招くか
らである（［17],par.25）。
⑤オペレーテイング・リースの会計処理
オペレーテイング・リースのリース料は，利用者の受ける便益を各期間に対応して示す系統的な
基準に従って認識される（[l 7],par.13）。具体的には，借手側では，リース料の支出ごとに，借方
［リース料金額］，貸方［現金預金］として費用処理されるだけである。また，貸手側では，リース
資産は他の資産と同様に貸手の貸借対照表に資産として計上され 通常の減価償却が行われる。
オペレーテイング・リースの会計処理はファイナンス・リースと比べてまったく異なった処理とな
る。
⑥その他リースの会計処理
( i ）土地および建物のリース
(a) 土地と建物のリースは 他の資産と同様にファイナンス・リースとオペレーティング・リース
に分類される。しかし，土地の場合 その耐用年数は無限であり リース期間終了日までに借手
に所有権が移転すると予定されている場合を除き 借手が所有に伴う危険と便益とを実質的にす
べて引受けることはない。このため 土地リースは オペレーテイング・リースに分類されるの
が適切である。このリース権に対して支払われた対価は，前払賃借料であり リース期間にわたっ
て償却される（［17],par.31）。
(b）建物リースにおいても，その所有権が借手に移転すると見込まれない場合，また賃借料が定期
的に市場の趨勢に調整される場合貸手は所有に伴う危険と便益とを留保していると考えられる
ため，オペレーテイング・リースとして会計処理される（[ 17],par.32）。
( i）リース戻し条件付売却取引
(a) リース戻し条件付売却取引の会計処理は，当該リースの種類によって決まる。リース戻しが，
ファイナンス・リースであれば，その取引は貸手が借手に当該資産を担保として資金を提供する
手段であるとみなして会計処理をする。また，リース戻しがオペレーテイング・リースであれば，
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賃借料と売却価格が公正価値に基づいている場合 それは通常の売買取引として会計処理する
( [17] ,par.33,34,35）。
(b) リース戻しがオペレーテイング・リースであり，売却価格が公正価値以下である場合，損益は，
直ちに認識される。ただし，売却損が発生し，その損失がその後の賃借料を低くすることによっ
て補償されるのであれば当該損失は繰延べられ リース期間にわたって賃借料支払額に応じて
償却される（[17] ,par.36）。
いずれの場合も各々の取引状況に応じた会計処理がなされる。すなわち，土地・建物リースでは，
その取引状況から貸手の所有に伴う危険と便益が借手に移転することはない。このため，オペレー
テイング・リースとして会計処理される。一方 リース戻し条件付売却取引は 取引の実質および
財務上の実態に応じてリース戻しが，ファイナンス・リースであれば，金融取引として会計処理が，
また，オペレーテイング・リースであれば，通常の売買取引として賃借料が費用化される。
⑦財務諸表における開示
( i ）借手
(a) ファイナンス・リースの対象資産で各貸借対照表日における額は開示しなければならない。こ
のリース資産に関連する負債は 流動部分と固定部分とを区別し 他の負債とは別に表示しなけ
ればならない（［17],par.57）。
(b) ファイナンス・リースのもとでの最低リース料総額に対する支払確定額および1年以上の期間
にわたる解約不能のオペレーティング・リースによる支払確定額は 金額および支払期日が到来
する期間を示すような要約形式で開示しなければならない（［17],par.58）。
( i）貸手
(a) 各貸借対照表日において，ファイナンス・リースとして報告されるリース投資未回収総額，そ
れに関連する未稼得金融収益およびリース資産の無保証残存価値は，開示しなければならない
([17],par.60）。
(b) 一定の期間収益率を生み出すように，収益を配分するにあたって採用した基準は，当該収益が
リースへの正味リース投資未回収残高に対するものなのか 正味現金投資未回収残高に対するも
のかを明らかにしなければならない（［17],par.61）。
以上のことから，ファイナンス・リースの基本的な会計測定ルールは次のようにまとめることが
できる。すなわち，まず，状況別会計基準によりファイナンス・リースと判定されること。そして，
借手の資産・負債計上金額は，リース資産の公正価値か支払リース料総額の現在価値のいずれか低
い金額で両建て計上される。この現在価値を計算する際に使用する利子率は 計算上の利子率であ
るが，確認できない場合は借手の追加借入利子率を用いる。借手の支払リース料は，リース債務の
返済と金融費用（支払利子）に分けられる。また リース資産は，自己所有の資産と同様な償却方
針で償却されるが，そこでの償却期間は，所有権の有無により耐用年数とリース期間のいずれかで
ある。一方，貸手は，正味リース投資未回収額をリース受取債権として計上する。受取リース料は，
債権の取立分として受入れ，未稼得金融収益は正味リース投資未回収残額又は正味現金投資未回収
残額に対する一定の期間収益率となるよう配分する。なお，リース取引の複雑性から，貸手のファ
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イナンス・リースは，いくつかのタイプに分けて会計処理方法が定められている。
国際会計基準第17号（［17］，訳書39-41頁）では借手，貸手の会計処理フローを次のように示して
いる。
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貸手によるファイナンス・リースの会計処理。図表借手によるファイナンス・リースの会計処理
正味リース投
資未回収残高
または正味現
金未回収残高
に対して一定
の期間収益率
となるような
方式で配分
No 
リース資産を通
常売却した場合
に生ずる損益を
企業が売却に対
し採用する方針
に従い認識する。
人為的に低い利
子率の場合には
修正処理が行わ
れる
リース開
始日に受
取勘定と
して総額
を記録
リース期間中
?ー????
?ー????
MLP＝最低リース料総額
なお，具体的な計算例を示して，会計処理手順を確認する 160 
［会計処理計算例］
(1) 第lステッフ。＝基本的計算（条件及び仮定）
・最低リース支払総額；s6050 ;19Xl年1月1日－リース開始日
リース期間中の最少支払額…$135X30ヶ月＝ $ 4050 '$ 5000 －貸手におけるリース資産の原価
・$2000 リース期間終了時の残存価格－リース開始時の
計$6050 リース資産の公正価値；$5000 （借手側では不明である。）
,3年・リース資産の見積耐用年数
－現在価値計算
借手
;30カ月（この1)-J,期聞においては，解約不能である。）
，毎月，月初めに$135を支払う
－リース期間
－賃借料
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－リース期間終了時の見積残存価値；$2000 
・リース終了時の実際の売却価格額；$2100 
追加借入利子率＝0.875%で割りヲ！いた現在価値＊ $ 5120 
－借手の追加借入利子率 ；年10.5%（月率0.875%である。）
・リース期間終了時で資産の売却価格が保証金額（$ 2000 I * ; p =R×j 1 + 1-( 1 + i )-(n-l) f 
ニリース期間終了時点での見積残存価値）を超える場合，
その超過分（$100）は賃借入が受け取る。
・リース物件の管理費用（未履行費用）は賃借入が支払う 0
．このリース取引における当初の直接費用はない。
P；現在価値
R ；毎期支払額
n；支払継続期間
・借手は自己保有資産を定額法にて減価償却している 0
．投資税額控除の適用はない。
i；利率 （黒揮清他監修「会計ハンドフヘyク」中央経済社 P951)
( 2 ）第2ステップ＝リースの類型化
国際会計基準第17号において，示された状況事例に
( 3）第3ステップ＝リース形態の決定
（借手側）
従って分類する。 左記の規準のlつに該当している。コファイナンス・リ』スとなる。
・解約不能リースであるか コ YES （貸手側）
・リース終了日までに所有権が移転するか（所有権移転規準）コ NO ・オペレーティング・1)-.A以外のリースである。
・安い価格での購入選択権がリース契約の内容に含まれているか ・長期与信者は介在しないためレバレジッド・リ－；q:1域当しない。
（割安購入選択権規準） コ NO 
・リース期間が資産の耐周年数の主要部分を占めるか コ YES
（経済的耐用年数規準）
見積耐用年数＝ 3年リース期間＝2.5年，期間比は83%であり，耐周年数の大部分を占める 0
・最低リース支払総額の現在価値が資産の公正価値より大きいか
概ね等しいか コ不明 借手側の負債償還表
（公正価値規準）
( 4）第4ステップ＝会計処理
（借手側）
・資産・負債計上額は，$5120（最低リース支払総額の現在価値）
を採用する。
・利子率として追加借入金利子率を用いる。コ0.875%（月利）
Xl,1, 1 
リース資産 5120 リース負債 5120
リース負債 135 現 金 135 
Xl,1,31 
減価償却費 104 リース資産 104 
Xl,2, 1 
リース負債 91 現 五八 135 
支払利子 44 
Xl,2,28 
月 元金
1 5120 
2 4985 
3 4894 
4 4802 
5 4709 
6 4615 
7 4520 
28 2328 
29 2213 
30 2097 
計
(a) (b) (c) (d) 
鼎官耕 支払利子 負債残高の蹴 負債残高
135 。135 4985 
135 44’ 91 4894 
135 43 92 4802 
135 42 93 4709 
135 41 94 4615 
135 40 95 4520 
135 40 95 4425 
135 20 115 2213 
135 19 116 2097 
135 18 117 1980 
405C 910 3140 
減価慣却費ホ1
104 
104 
104 
104 
104 
104 
104 
104 
104 
104 
3120 
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減価償却費 104 
X3,6, 1 
リース負債 117
支払利子 18 
X3,6,30 
減価償却費 104
X3,7, 1 
リース負債 1980
現 人王立
支払利子
雑 損
100 
17事3
3判
リース資産
現 金
リース資産
リース資産
資産売却益
104 * 1 . 5120（現在価値）－2000（残存価値）＝ $ 3120 
$ 3120÷30ヶ月（リース期間）= $104 
*2；借手側からは，通常，計算利子率が不明であるため，
ここでは借手の追加借入利子率0.875%（月利）用いる。
故に，（$ 5120-$135）×0.875%= $44 
なお，国際会計基準第17号では，簡便な計算も可能で、あ
る（ [ 17 ] , par.11）。 ex；級数法など。
135 
借手の費用
月 支払利子 減価償却費 計
104 44 104 148 
2 43 104 147 
2000 3 42 104 146 
100 4 41 104 145 
*3；リース負債残額$1980の支払利子（$1980×0.875% = $ 17)
*4；リース負債残額の減額金額と支払利子との端数処理額
28 20 104 124 
（貸手側） 29 19 104 123 
Xl,1, 1 30 18 104 122 
リース料受取債権 5000 リース原価 5000*6 言十•5 910 3120 4030 
現 金 135 リース料受取債権 135 *5；リース負債残額$1980の支払利子額$17プラス調整差額$3 
と計$20にて費用合計が$4050となる。
* 6；正味リース投資未回収額は，$5000である。また，未獲得金融収益$1050であ
る。なお，リース投資未回収総額は，$6050である。
Xl,1,31 
未収収益 68*1 受取利息 68 
* 7；簡便な方法として，級数法を用いる。
30 
第1回 81050（未稼得金融収益）×
1+2+3+ .・ H ・－…29+30
Xl,2, 1 現 金 135 
Xl,2,28 未収収益 65*8 
29 
29 
* 8；第2回 $1050×一一一＝65
465 
X3,6,30 
リース料受取債権
受取利息
未収収益 2事9 受取利息 2 
135 
65 
30 
= 1050×一一一＝ 68 
465 
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
? ?? ? ?
?
????? ?「??????? ????????
X3 7 1 
貯蔵品 950 リース料受取債権 950 
現金 2000 貯蔵品 950 
未収収益 1050 
(2) 国際会計基準第17号の特徴と問題点
国際会計基準第17号は 実質優先思考をその基本的思考としてリース資本化を宣言している。実
質優先思考は，企業の取引において経済的実質と法的形式が異なる場合，経済的実質に重点をおい
て会計上の取扱いをする基本的な考え方である 170 この思考は，激動する今日の経済社会において，
これまで予想、できなかった新しい状況に対処するため会計に対し求められた新しい思考あり，それ
は伝統的会計概念に対する『論理の転換』 18 を意味するものであったと思われる。
国際会計基準第17号は，投資家その他企業の利害関係者に対して経済的実質に沿った会計情報を
提供するという観点から，ファイナンス・リース（金融性リース）の特質をもっリースは，借手側
において，資産・負債として貸借対照表に両建計上することを要求している。ここでリース資本化
の対象となるファイナンス・リースは，「資産の所有に伴う危険と便益を実質的にすべて借手に移
転する。」ものであり，それは解約不能リースであること。そして 4つの状況事例のうちいずれ
か1つに該当するか否かによって判定される。国際会計基準第17号の4つの状況事例は，概括的な
目安を示したものであり リース資本化の範囲を広く捉えている 190 またそれは定量的に定められ
た厳格な規準でもない。すなわち，国際会計基準第17号における状況別会計基準の適用は「ゆるや
かな規準」であるといえよう。リース取引が，リース資本化の対象となるリース取引か，そうでは
ないリース取引かに区分して，それぞれに応じた会計処理方法を適用させようとする状況別会計基
準の適用は，実質優先思考の表れであり，国際会計基準第17号の基本的思考と合致するものである。
しかしながら，状況事例の「ゆるやかな規準jが，逆にファイナンス・リースか否かの判定を借手
に委ねることにもなる。リース取引がファイナンス・リースかオペレーティング・リースかによっ
てまったく異った財務諸表が作成されることから その判定に借手の判断が介入することは会計基
準設定上，大きな問題である。
国際会計基準第17号では，借手でリース資産として計上されるものは，リースの定義（[ 17],par. 
2）等から資産そのものではなく資産がもっ使用権であるかのように思われる。だが，計上金額の規
定では「実質および財務上の実態として借手がその経済的耐用年数の大部分にわたって当該リース
資産を使用するという経済上の便益を資産の公正価値およびそれに関連する金融費用にほぼ等しい
金額を当該権利に対して支払う義務を負うことを引換えに取得している（[ 17],par.6）。」と述べて
おり，公正価値による測定を原則とした資産そのものの計上と考えられる。しかしながら，公正価
値とは「取引事情に通じ，かつ購入意思をもった買主と 取引事情に通じ かっ売却の意思をもっ
た売主との間で，純然たる商業ベースでの取引により成立するとみられる交換価値（[ 17], par. 2）。」
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また，「資産そのものがもっ潜在的効益を独立的に評価した価額であるヘ」とされ，その測定に多
くの見積や仮定が伴い借手から客観性をもって確認することの困難な価額である。すなわち，計上
されるのは資産そのものであるが，その測定は，主として最低リース料総額の現在価値が代替的に
使用されるのである。
国際会計基準第17号では この資産計上における現在価値計算割引率として，リース上の計算利
子率を用いることとしているが，確認できないならば，借手の追加借入利子率が使用される。リー
ス上の計算利子率は，公正価値又は貸手のリース資産の価額が既知であることが条件として求めら
れるものであるため借手側からそれを確認することは困難である。このため，借手の追加借入利子
率が割引率として適用されることになるが追加借入利子率は借手が同等の資産を購入するのに必
要な資金調達に際して負担する利子率であり，借手が自ら決定するものである。すなわち借手側に
割引率の決定が委ねられることになる。
次に，こうして計上されたリース資産の償却を考えてみる。国際会計基準第17号では借手が所有
する他の償却資産に採用する償却方針と首尾一貫した基準で行われる。具体的には，リース期間中
の所有権移転の有無によって償却期間は 耐用年数又は耐用年数とリース期間のうち短い方とのい
ずれかである。つまり，状況事例の（a）所有権移転規準（b）経済的耐用年数規準のいずれか1つを満た
す場合，耐用年数が償却期間となり，いずれも満たさない場合，耐用年数とリース期間の比較から
短い方が償却期間となる。これは，上述した首尾一貫した基準で行うことの裏付けである。
他方，貸手側では，借手の会計処理（[ 17],par.44から［17],par.47まで）と貸手の会計処理（［17],p
ar.48から［17],par.53まで）は基本的には同一内容を反対側からみて左右対照的な関係にあるべきだ
とする考えにもとづいているヘすなわち 正味リース投資未回収額に等しい額を受取勘定として
資産計上し，受取リース料は元本の払戻しゃ金融収益として処理する。この金融収益の認識は，正
味リース投資未回収残高又は正味現金投資未回収残高に対する一定の期間収益率となる方式により
継続的に行なわれることが要求される。
国際会計基準第17号は 実質優先思考を拠り所としてリースの貸借対照表能力を正当化している。
国際会計基準第17号では，状況別会計基準の適用によりある特定の状況に合致すればリース資本化
がなされる。しかしながら，ここで示された状況事例は厳格なものではないことから，その判断が
借手によりよく解釈され適用されることで資本化回避が助長されるようになる。実質優先思考を基
本的思考として，財務諸表を利用する投資家をはじめとした利害関係者に対して，取引の実態を写
し出すはずが，状況別会計基準の「ゆるやかな規準」により，借手の意思が介入し，かえって国際
会計基準第17号の実効性が問われることとなる。
N 国際会計基準第17号と各国の会計基準との比較
前章で述べたように国際会計基準第17号は，状況別会計基準を適用して会計処理方法を規定して
いる。状況別会計基準とは，実質優先思考に従って形式的に同一の取引に対して画一的な会計処理
方法を適用するのではなく，取引実態（取引の目的や利用状況）に応じた会計処理方法を適用する
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ことによって，経営者の怒意性を排除し，企業の実態をよりよく表現しようとするものである。こ
れまでもある同一の取引に幾つかの代替的会計処理方法が認められている場合，そのなかから 1つ
の会計処理法を選択し その会計処理法を継続的に適用していくことはなされてきたヘしかしな
がら，状況別会計基準はそれらとは異なり，同一な取引において，取引の内容や状況に合致した会
計処理があらかじめ定められており，個々の取引内容や状況により会計処理方法が決定されるもの
である。状況別会計基準は，会計基準の統一化対多様化という長年にわたる対立図式をのりこえる
ものとして登場してきたものであるヘ榊原教授（[32] 10頁）は 状況別会計基準設定の意義につい
て，会計処理方法の多様化の解消という観点から次のように述べている。
「会計処理方法の多様化の解消は，会計処理方法の完全な統一化つまり，異なる状況においても単一
の処理方法だけを認めるアプローチによって解決すべきではない。会計処理方法の完全な統一化は，
統一それ自体を目的としており，統一化による利点である実質的な比較可能性を喪失してしまう。
状況の違いによって正当化することのできない会計処理方法の多様性を除去し，各状況にもっとも
適した会計処理方法を選択できる柔軟な統一化路線を我々は進むべきである。代替的処理方法が認
められているあらゆる領域において 特定の状況ごとに最も適切な会計処理方法を選択できるよう
な基準を我々は設定するように努力すべきである。」
リース会計の問題は リース資本化の問題に集約できる。ある定められた状況に合致すればファ
イナンス・リースとなり資本化が求められ，それ以外はオペレーテイング・リースとして賃貸借処
理がなされることは状況別会計基準の典型的な適用例である。状況別会計基準は，既にさまざまな
領域において採用されてきているが24，国際会計基準第17号において問題とされたように状況別会
計基準適応に対する新しい問題も生じている。すなわち それぞれの取引状況を識別する設定規準
が実際の場面においてさまざまに解釈され，適用されて実効をあげえない状況がっくり出されるこ
とである。したがって，状況別会計基準の適用について その状況設定規準のあり方が問われるこ
ととなる。
松浦講師（[24] ,58-59頁）は「ある取引の処理について，いくつの会計方法を認めるかという問
題は，『統一対（企業）裁量Jということで，古くから論争がある。議論の対象を会計制度全体に
拡張してみると，これはいかなる規制戦略を採っているかということになる。」として，「統一化を
推進する戦略を形式主義的戦略，もう一方を実質主義的規制戦略 そしてその両者の複合戦略」と
いう 3つの戦略に分けて次のような主張を述べている。
「形式主義的規制戦略とは，会計処理を行う側が法令や会計基準などのルールに従って機械的に
意思決定を行うことを求める戦略である。この戦略に従うと，意思決定局面における統一性や予測
可能性が向上する。その反面，この戦略の問題点は，すべての場合について明確な規定がもうけら
れないならば，規制に抜け穴が多く存在することである。新しい経済事象が日々登場しているよう
な状況では，制度的抜け穴は極めて大きなものとなる。
一方，実質主義的規制戦略とは，厳密なルールを事前に規定せず，さまざまな要素を規制の目的
に照らしながら『処理する側が ある取引の処理について意思決定を行うことを求める戦略である。
したがって，極限的なあり方は，財務報告の目的についてのみ事前に規定し，その他の規制は事後
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的に行うというものである。ごの戦略によれば，規制の網からはずれる事象は少なくなり，かつ会
計制度の陳腐化も防止できるが，過度に推進することには問題がある。それは ある事象の処理に
ついて行った意思決定が司規制側に是認されるものかどうかが事前には不確定である司という点で
ある。さらに，比較可能性や客観性といった財務数値の重要な属性にも司少なからず嫌疑が投げか
けられることになる。
－（両者の複合戦略は）定量的な規準や方法・状況の特定化などの形式主義的な規定は，財務数
値の客観性等の維持には貢献する。その一方で 環境変化や企業特殊性を織り込んだ財務報告のた
めに，実質主義的規制戦略に基づく施策，例えば判断の余地を残した細目規定を設けたり，規制目
的を強調するなどにより，会計制度に柔軟性を付与するなどの方策が考えられる。」
このように状況別会計基準の適用に際して 規準設定の考え方として3つの類型を示すことがで
きる。そして，各国の会計基準がいずれの類型に属するかによって，各国の会計における基本的戦
略の一面を知ることができる。
本章では，状況別会計基準適用という観点から各国のリース会計基準の比較を行い，その差異を
明らかにする。本章で取り上げる会計基準は，次の通りである。
アメリカは，1976年1月に公表された財務会計審議会による財務会計基準書第13号「リース会計J25
(Financial Accounting Standards Board=FASB,Accounting for Leases；以下， FASB13号とい
う）
イギリスは， 1984年8月に公表された会計基準委員会による標準会計実務基準書第21号「リース
契約および買取選択権付リース契約の会計」26 (Statement of Standard Accounting Practice = 
SSAP, Accounting for leases and hire purchase contracts；以下， SSAP21号という）
カナダは， 1978年12月に公表された会計基準設定委員会による会計勧告セクション3065「リー ス
」27 (Canadian Institute of Chartered Accountants= CICA,Accounting Recommendation 3065, 
leases；以下，勧告セクション3065という）
オーストラリアは， 1987年11月に承認された会計基準審議会による会計基準第1008号「リース会
言十」28 (Accounting Standards Review Board Approved Accounting Standards = ASRBNo.100 
8,Accounting for leases；以下，会計基準第1008号という）
ニュージーランドは 1985年7月に公表された（1990年6月に修正）ニュージーランドの会計研
究・基準審議会による標準会計実務書第18号「リースと買取選択権付購入契約の会計」29(New Zea-
land Society of Accountants,Statement of Accounting Practice No.18,Accounting for Leases 
and hire Purchase Contracts；以下，標準会計実務書第18号という）
日本は， 1993年6月に公表された企業会計審議会による「リース取引に係る会計基準に関する意
見書」30 （以下，リース会計基準という）
( 1) アメリカの財務会計審議会による財務会計基準書第13号
① リースの定義
FASB13号では，リースとは固定資産（土地及び，又は償却資産）を使用する権利を通常一定期
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一 -99-
間移転する契約として定義される（[ 7 ] , par.l）。この定義は，一方の契約当事者から他の当事者
に固定資産を使用する権利が移転しない役務契約のような契約は含まない。他方，契約者（貸手）
によるかなりの役務の提供がその資産の利用又は保守に関連して求められていても，固定資産を使
用する権利の移転を行う契約は，リースの定義を満たしている（[ 7 ] , par.l）。
リースの定義に関して国際会計基準第17号とFASB13号を比較すれば，前者が，「資産の使用権
を賃借人に移転する契約」であり，後者が「固定資産を使用する権利を移転する契約」としている。
内容に大きな差異はない。
② リースの分類
FASB13号では，リースは借手，貸手の立場から各々の状況に適合した分類がなされている
( [ 7 ],par.6）。また，取引の業種・形態からもその状況に応じた分類がなされている。それらは，
不動産を含むリース，セール・リースバック取引，レパレッジド・リース，転貸リースなどである。
( i ）借手側
リースは，借手側からキャピタル・リース（以下，ファイナンス・リースという）とオペレーテイ
ング・リースとに分類される。ファイナンス・リースとは 次の項目を 1つ以上を満たすリースで
ある（[ 7], par.7）。
(a) リー ス期間＊Iの終了時点で当該資産の所有権が借手に移転する場合。 （所有権移転規準）
(b) そのリースに割安購入選択権＊ 2があるリース。 （割安購入選択権規準）
(c) リース期間がリース資産の見積経済的耐用年数＊ 3の75%以上である場合。しかし，それ以前の
既使用年数も含めて リース期間の開始がそのリース資産の総見積経済的耐用年数の最後の25%
の期間内になる場合には この基準はリースを分類するのに使用しない。
（経済耐用年数規準）
(d）最低リース支払額＊ 4から貸手が支払うべき保険料保守費用および租税公課のような管理費用
並びにそれらに対する利益を含む金額に相当する支払額を控除した金額のリース開始時点におけ
る現在価値が，貸手にとってのリース開始時点における当該資産の公正価格＊ 5から貸手が留保し，
かつ貸手が実現すると予想される投資税額控除があれば それを控除した金額の90%以上になる
場合。ただし，リース期間の開始がそのリース資産の総見積経済的耐用年数の25%の期間内にあ
る場合には，この基準はリースを分類するのに使用しない。貸手は 最低リース支払額の現在価
値の計算に当たって，リースにおいて考慮された利子率＊ 6を使用する。借手は，借手が貸手によっ
て計算上考慮された利子率を知ることが可能であって かつ貸手によって計算上考慮された利子
率が借手の追加借入金利子率＊ 7より低い場合を除き，最低リース支払額の現在価値の計算に自己
の追加借入金利子率を使用する。 （公正価値規準）
なお，オペレーテイング・リースは その他のすべてのリースである。
* 1；リース期間…リースの約定解約不能期間に（イ）～（ホ）の期間を加えた期間。（イ）割安購入選択権がある場合，それ
の及ぶ全期間，（ロ）リースを更新しない場合，賃借入に違約金が課され，その金額が多額なため，リース開始時点で更新
されることが確実視される場合は全期間。（ハ）更新選択権がある場合で，その及ぶ期間で，賃貸人のリース資産に関連
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する負債に対する借手の保証が効力を有するであろうと考えられる全期間。（ニ）更新選択権がある場合，その及ぶ期間，
割安購入選択権が行使できることとなる日より前の全期間。（ホ）リースの更新又は延長が賃貸人の選択で行われるこ
ととなっている場合にその全期間。ただし，いかなる場合にも，リース期間は割安購入選択権が行使できることとなる
日を越えることはない。
* 2；割安購入選択権…借手に，その選択において，選択権を行使できる日における当該資産の見積公正価格よりも著し
く低い価格でリース資産を購入することを認められる規定。
* 3；見積経済耐用年数…リース期間による制限に関係なく，当該資産がl人以上の使用者によって通常の修繕保守を
行い，リースの開始時点で意図された目的のために，経済的に使用できると予想される見積耐用期間。
* 4；最低リース支払額… 借手の立場からは，借手がリース資産に関連して，支払を義務付けられているか又は要求され
る支払額。しかし，リース資産に関連する，保守料，租税公課等の未履行費用として貸手が支払う義務は除外する。貸手
の立場からは，先に述べた支払額に，借手または貸手のいずれにも関係のない第三者によって残存価値又はリース期
間をこえる賃貸料支払に対する保証がある場合にはその保証額を加えたもの。
* 5；リースの公正価格…その資産が第三者との間で通常の取引として売却される価格。
*6；リースにおいて考慮された利子率…リース期間開始時点での現在価値合計が，リース開始時点での貸手にとっての
当該リース資産の公正価格から，貸手が留保していてかつ貸手が実現すると予想される投資税額控除した金額と同額
になるような割引率をいう。
* 7；借手の追加借入金利子率…リース開始時点で，借手が当該リース資産を購入するのに必要な資金を同程度の期間
にわたって借り入れる場合に負担する利子率。以上（[ 7 ],par.5) 
( i）貸手側
4つに分類される。
(a) セールスタイプ・リース（Sales-type lease) 
(b) 直接金融リース（Directfinancing lease) 
( c) レバレッジド・リース（Leveragedlease) 
(d) オペレーティング・リース（Operating lease) 
セールスタイプ・リースは，製造業者又は販売業者が自己の製品を販売するための手段としてリー
スを利用したときに生じる。直接金融リースは，主として金融業を営む貸手に係わるリースである。
この2つのリースは ともに上述したファイナンス・リースとして分類される 4つの規準（所有権
移転規準，割安購入選択権規準，経済耐用年数規準 公正価値規準）のいずれかに該当し，かつ，
（イ）最低リース支払額の回収可能性が合理的に予想し得ること。（ロ）リースに基づいて今後貸手
が負担しなければならない費用で他から補填されないものについては，重要な不確実性が存在しな
いこと。という 2つの条件を満たす場合に分類される（［ 7 ],par.8）。
レパレッジド・リースは，次のような性格をもったリースとして定義される（[ 7], par.42）。
（イ）リースにおいて少なくとも 3人の当事者が存在すること。すなわち，借手，長期信用供与者
(long-term creditor），貸手（通常，持分参加者（equityparticipant）と呼ばれる）である。
（当事者規準）
（ロ）長期信用供与者が行う融資は 貸手の一般債権に対して償還請求権がないこと。融資額が貸
手に対してその取引に実質的な「レパレッジ（てこいれ）」をするに十分なものであること。
（レバレッジ規準）
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一 -101-
（ハ）貸手の純投資金額＊ 1が，投資が一度完了してからは，その初期の年度においては減少し，そ
れが最終的に償却される以前のリースの終了近くの年度においては増加するものであること。こ
のような純投資残高の増減は， 2回以上おこるかもしれない。
（純投資残高増減規準）
* 1；貸手は，そのレパレッジド・リースに対する投資を，償還請求権のない負債を控除して記録する。たとえば，次の諸勘
定は，レパレッジド・リースに対する当初および，継続した投資額をあらわす。
償還請求権のない負債の元利に相当する賃貸料部分を控除した賃貸料受取債権。
その取引で実現される予定の投資税額控除の金額に相当する受取債権。
リース資産の見積残存価値見積税引前リース利益（又は損失）から，当初の直接原価を控除した後にリース期間にわ
たって利益に配賦すべきものとして残っているもの，又リース期間にわたって利益に配賦すべきものとして残ってい
る投資税額控除。この2つから構成される未実現及び繰延利益。
オペレーテイング・リースは その他のすべてのリースをいう。
(ii）その他のリース
取引の形態に応じて次のように分類される。そして，借手，貸手の立場から各々の会計処理方法
が規定されている。
(a）不動産を含むリース
（イ）土地のみのリース
（ロ）土地及び建物を含むリース
（ハ）不動産のほかに設備も含むリース
（ニ）建物の一部のみリース
(b) 特別利害関係者間のリース
(c) セース・リースバック取引
所有者が資産を売却しその資産をその売却した者に対してリースするものである（［ 7 ], par. 
32）。
(d) レパレッジド・リース
上述した3つの規準が満たされるリースである。
(e）転貸リース
転貸リースとは，当初の借手が更に別の第三者に再リースし 当初の当事者間のリース契約も続
けて有効である場合。また，借手が新しい者に変わる場合のリースである（[ 7], par.35）。
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こうしたリース取引の分類ほ次のように図示できる。
図表13 FASB13号によるリースの分類（アメリカ）
解約不能リース｜ I ( 4規準） 円斗フアイン－所有権移転規準 （キャピタル・リース）
NO ｜・割安購入選択権規準
－経済耐用年数規準
1・公正価値規準
オペレーティング・リースNO 
( 4規準）
( 2要件） ~ ｜ー…－所有権移転規準 －回収可能性予想可能 状｛冗
－割安購入選択権規準 －貸手負担費用の不確実
－経済耐周年数規準 性が存在しないこと より
－公正価値規準
直接金融リース
レノfレジッド・リース ( 3規準）
・当事者規準
・レパレッジ規準
・純投資残高増減規準
オペレーティング・リース
セール・リースパック取引
土地のみのリース
土地及び建物を含むリース
不動産の他に設備も含むリース並び
に建物の一部のみのリース
?????
?
?
不動産を含むリース
特別利害関係者間のリース
レノTレジッド・リース
転貸リース
FASB13号におけるリースの分類は 取引を網羅的に把握し状況事例を詳細に設定して分類して
いる。とりわけ，ファイナンス・リースとオペレーテイング・リースとの分類規準である経済耐用
年数規準および公正価値規準は，定量的（経済耐用年数の75%以上，公正価値の90%以上というよ
うに）であり厳格なものである。これは，従来の概念や基準があいまいであったため実務上種々の
解釈が行われていたため，こうしたことに配慮、し，明確で，多岐に解釈されることの少ない分類基
準を用意したものである（［ 7],par.61,62)0また， FASB13号は，借手，貸手側の取引形態から
も詳細な規定を設けてリースを分類している。こうしたFASB13号における状況別会計基準の適用
は，リース資本化の範囲を限定的に定めることになるが，それはまた実践的な分類であるともいえ
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にしてー -103-
ょう。
③リースの会計処理
( i ）ファイナンス・リースの会計処理
FASB13号は，会計処理の基本的方針として，「資産の所有権に伴う利益及び危険のすべてを実
質的に移転するリースについては 賃借人側では資産の取得及び債務の負担として，また賃貸人側
では販売又は金融として会計処理しなければならない（[ 7 ],par.60）。」と述べている。すなわち，
ファイナンス・リースのリース資本化の要求である。
(a）借手側
資産・負債計上額は リース期間中の最低リース支払額から貸手によって支払われるべき管理費
用（保険料，租税考課等）並びにそれに対する利益を含む金額に相当する支払額を控除したものの
リース開始時点における現在価値に相当する金額である（[ 7 ],par.10）。
なお，最低リース支払額の現在価値を計算するのに用いる割引率は 自己の追加借入金利子率を
用いる。しかし，貸手の計算上考慮された利子率を知ることが可能であれば その利子率を用いる
( [ 7 ] , par. 7,d ）。次に，計上された資産は自己所有資産に対するものと同じ償却方針で償却され
る（[ 7 ] , par.11）。償却期間は，前述した分類規準のうち，所有権移転規準又は割安購入選択権
規準に該当するならば，資産の耐用年数であり，それ以外であればリース期間とする。同様に計上
された負債は，各年度のリース支払額から支払利息部分を控除した金額で減額される。ここでの支
払利息は，リース期間中，最低リース支払額を債務の残高に対する期間利子率が一定になるように
債務減少部分と支払利息部分とに分けることによって求められる（［ 7],par.12）。
(b) 貸手側
（イ）セールスタイプ・リース
最低リース支払額プラス貸手の利益として発生した無保証残存価値の合計額は，リースに対する
総投資額として記録される。このリースに対する総投資額と，総投資額を構成する 2要素の現在価
値の合計との差額は，未実現利利益として記録される。この現在価値を計算するのに使用する割引
率は，当該リースにおいて考慮された利子率である。なお，リースに対する純投資額は，総投資額
から未実現利益を控除したものである。この未実現利益は，そのリースにおける純投資額に対する
期間収益率が一定になるようリース期間にわたって繰り入れられる（[ 7 ],par.17）。
（ロ）直接金融リース
最低リース支払額に貸手の利益に帰属する無保証残存価値を加えたものをそのリースに対する総
投資額として記録する。このリースの総投資額とリース資産の原価又はそれと異なる場合には帳簿
価額との差額は，未実現利益として記録する。なお リースに対する純投資額は 総投資額から未
実現利益を控除したものである。未実現利益の残高は そのリースにおける純投資額に対する期間
収益率が一定になるよう，リース期間にわたって取り崩されて利益に繰り入れられる（[ 7 ] , par. 
18）。
( i）オペレーテイング・リースの会計処理
オペレーテイング・リースは，借手側では，リース期間を通じて それが債務となったときに費
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用として処理される（［ 7],par.15）。
また，貸手側では，そのリースを固定資産に含めるかその近辺に表示する。その資産は，貸手の
通常の減価償却方法に従って減価償却する。賃借料は リース期間を通じてリース条項に従って受
取債権となった時点で収益として認識される（[ 7], par.19）。
FASB13号の会計処理において計上される資産・負債価額は，借手の最低リース支払額の現在価
値が原則とされる。また，その際の割引率には，原則として借手の追加借入利子率が用いられる。
FASB13号の詳細な規定からは，国際会計基準第17号でみられたようなリースの判定や会計処理に
借手の介入する余地はない。しかし，前述したように基準に明確な規定がないならば，基準自体が
抜け穴となる恐れがある。そのため，それに対する基準の設定がまた必要となる。 FASB13号では，
こうした抜け穴に対処するため7つの基準を追加公表している3¥
(2) イギリスの会計基準委員会による標準会計実務基準書第21号
① リースの定義
SSAP21号は，リース（lease）とは，「貸手（lessor）と借手（lessee）の問で、交わされる，特定の資産
の賃貸借（hire）契約で、ある。貸手は資産の所有権（ownership）は保持するが，一定のリース料を見
返りとして，一定期間，この資産の使用権を借手に移転させる（［18],par.14）。」と定義される。
ここで国際会計基準第17号とSSAP21号に基本的な差異はない。
② リースの分類
SSAP21号は，リースを金融性リース（以下，ファイナンス・リースという）と賃貸性リース
（以下，オペレーテイング・リースという）に分類している（[18],par.6）。
ファイナンス・リースは，通常，借手が貸手に対し，資産の原価の全部と貸手が用立てた資金に
対する利子（return）を支払う。この場合，資産の所有に伴うリスクと利益のほとんどすべて（所有
権を除く）は借手のものとなる（[18] ,par.8）。つまり，ファイナンス・リースとは，資産の所有
に伴うリスクと利益のほとんどすべてが借手に移転するリースである（[18],par.15）。
一方，オペレーティング・リースとは，通常，借手は資産の経済的耐用年数よりかなり短い期間
この資産を借り受け，リース料（rental）を支払う。オペレーテイング・リースは資産の所有に伴う
リスクと利益のほとんどが貸手に保持されているリースである（[18],par. 7）。
また， SSAP21号は，買取選択権付リース契約（hirepurchase contracts ）について規定してい
る。そこで、は借手（hirer）が一定の条件（通常は，同意による割賦金を支払うという条件）を満た
したうえで資産の買取り選択権を行使すれば，その所有権を取得できるものである（[18] ,par.2) o 
SSAP21号では，このようにリースの形態を，ファイナンス・リース，オペレーテイング・リース，
買取選択権付リース契約と 3つの形態に分類している。
ファイナンス・リースとオペレーティング・リースの分類規準は，リース資産の所有に伴うリス
クと利益を借手，貸手いず、れが持つかに拠っている。こうした状況は，最低リース料総額＊ 1 （当初
の支払額があればこれも含む）の現在価値が，リース開始日現在において， リース資産の公正価
値＊ 2の相当額（通常，その90%以上）に達している場合（[18],par.15）であるとされるが， SSAP2
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1号では，こうした諸条件に合致していても，所有に伴うリスクと利益のほとんどすべてが借手に
移転するわけでないことを証明できる場合は ファイナンス・リースには該当しない。また逆に最
低リース料総額の現在価値が公正価値の相当額に達していない場合でも 当該リースがファイナン
ス・リースにみなされるという例外規定（[18],par.16）も設けられている。すなわち， SSAP21号
では，ファイナンス・リースとオペレーテイング・リースの聞の相違は，本質的には程度の差でし
かない（[18] ,par.8）。
SSAP21号のファイナンス・リースの判定に係る状況設定は，公正価値規準（90%テスト）だけ
であるが，この規準だけが絶対的なものではなく，あらゆる側面から当該リース契約を考察し，実
質的な観点からその判定がなされることになるヘこうした実質主義的な判定を重視する点でSSA
P21号は，国際会計基準第17号と同質である。
* 1；最低リース料総額… 残りのリース期間にわたって支払われる下限の支払額（保守費用や貸手の税金は除く）に，借手
であれば，借手または，関係者が支払いを保証している残高を加えた額，また貸手であれば，借手，また第三者の支払い
を保証している残高を加えた額（[18] ,par.20）。
*2；公正価値…ある資産を純粋な商業ベースで取引するときの交換価格をいい，この資産の購入に対して補助金等の交
付があればその差しヲ｜いた金額（[18] ,par.25）。
図表14 SSAP21号によるリースの分類（イギリス）
資産の所有に伴うリスクや利益の
全てを借手に移転する。
貸手と借手の契約内容による。
状況事例として、公正価値規準が挙げら
れるが、本質的には程度の差でしかない。
買取選択権付リースは所有権移転規準。
YES l金融性リース
（ファイナンス・リース）
買取選択権リース
NO ｜賃貸性リース
（オペレーテイング・リース）
貸手が製造業者又は販売業者であるリース
セールス・アンド・リースノTック
③リースの会計処理
( i ）ファイナンス・リースの会計処理
SSAP21号は，ファイナンス・リースの会計処理について「借手が資産として計上することつま
り，借手が資産の使用・享有権（rightto the use and enjoyment of an asset）を購入し，同時に，
将来の支払義務を認識するような会計処理することを要求するのである。…リースの結果，借手が
リース期間中にリース資産を使用・享有することに伴って 1組の権利と義務が発生する。この権利
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とは，リース契約の下で借手に移転する所有の利益［を亨受する権利］であり，義務とは，とくに
リース契約において定められた期間にわたって継続的にリース料を支払うという義務のほか，借手
に移転する所有するリスク［を負うこと］をいう。…概念上，借手の財務諸表に資産計上されるも
のは，資産そのものではなく，この資産に対する借手の権利（リース料の支払義務を伴う）である0
・・したがって，借手は，これらの資産を自己の財務諸表に記載するのが適切である（[ 18] ,par.10, 
11,12）。」
SSAP21号は，ファイナンス・リースについて，リース資本化を要求している。ここで借手の財
務諸表に資産計上されるものは，資産そのものではなく，この資産に対する借手の権利（リース料
の支払義務を伴う）である（[18],par.12）。
(a）借手側
貸借対照表において資産及び将来リース料の支払義務を計上する。リース開始日における資産・
負債計上金額は，最低リース料総額の現在価値である。その際の割引率は，リースにおける計算利
子率＊ Iを使用する（[18],par.32）。計上された資産は，リース期間＊ 2と耐周年数のうち短いほうの
期間にわたって償却しなければならない。しかし，ファイナンス・リースの性格をもっ買取選択権
付リース契約の場合は，償却期間は耐周年数である（[18],par.36）。また，リース料は，金融費用
と負債残高の返済部分とに区分し，金融費用は各期の負債残高に対して一定の期間利子率またはそ
の近似値となるようにして求められリース期間にわたって配分される（［18],par.35）。
(b）貸手側
借手からの受領金額は 貸手の貸借対照表に債権として計上するが，その金額は正味リース投資
未回収額＊ 3から貸倒引当金設定額を控除した額とする（[18] ,par.38）。ファイナンス・リースの場
合，リース投資粗利益＊ 4は，原則として，貸手の正味現金投資未回収額＊ 5に対して一定の期間収益
率となるように，各会計期間に配分する。ファイナンス・リースと同じような性格の買取選択権付
リース契約の場合には，リース投資粗利益を，金融会社の正味リース投資未回収額に対して一定の
期間収益率となるように配分すれば正味現金投資未回収額をもとにして配分したものと近い値が
得られる（［18],par.39）。
* 1；リースにおける計算利子率…リース開始日において，貸手が受取り，かつ，手元に残せると期待している金額を，この
リース資産の公正価値相当額（現在価値）と等しくするような割引率をいう。もし，この計算利子率が計算できない場合
は，借手が同等の資産のリースに対して支払うと予想される賃借料を参考にして見積らなければならない（[18] ,par. 
24）。
* 2；リース期間…借手が資産を賃借することを契約した期間と，借手がその資産のリースを継続する選択権を有してい
る場合には，その追加の期間をいう（［18],par.19）。
* 3；正味リース料投資未回収額…リース投資未回収額から，将来の期間に配分されたリース投資粗利益を差しヲ！いた額
をいう（［18],par.22）。
※，リース投資未回収総額…最低リース料総額と，貸手の側に無保証残存価額が生じる場合にはこれを加えた額をい
う（[18] ,par.21)。
*4；リース投資粗利益…リース期間にわたって貸手が受け取る総金融収益のことで，リース投資未回収総額と，リース資
産の原価から資産の購入に対して交付される補助金を差しヲ｜いた額との差額（[18] ,par.28）。
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*5；正味現金投資未回収額… 貸手がリースに投下した資金の額のこと。資産の原価に次の関連収支額を加減した額。資
産購入に伴う補助金，リース料受取額，リース終了時における残存価額，リースからの利益等（[18] ,par.23）。
( i）オベレーテイング・リースの会計処理
借手側におけるリース料は，実際の支払額とは関係なく，毎期一定額ずつリース期間にわたって
費用計上しなければならない（[18],par.37）。
貸手側では，貸手が所有する資産と同じように，固定資産に計上し，その耐用年数にわたって減
価償却を行う。また，リース料収入は毎期一定額を計上する（[18] ,par.42,43）。
(3) カナダの会計基準設定委員会による会計勧告セクション3065
①リースの定義
会計勧告セクション3065では リースとは 「貸手から借手へ特定の期間 賃借料支払の見返
りとして，リース資産の使用権を移転するものである（[ 4 ] , par. 03. n ）。」
②リースの分類
( i ）借手からは，キャピタル・リース（以下，ファイナンス・リースという）とオベレーテイ
ング・リースに分類される。
( i）貸手からは，セールス・タイプ，直接金融リース，オペレーテイング・リースに分類され
る 。（[ 4 ] , par. 04) 
会計勧告セクション3065の分類は，資産がその所有権に関係するリスクや利益を持っているとい
う観点からなされている。利益とは，資産の耐周年数を通して，収益獲得活動による期待，またそ
の資産そのものの価値の増加から生じる利益の期待 あるいは残存価値の実現によって表されるも
のである。リスクとは 遊休生産能力や技術的陳腐化からの損失の可能性や絶えず変化している経
済状態に適切に対応するため修正する可能性を含んでいる。会計研究委員会の意見は，所有権のリ
スクや利益の実質的な全てを借手へ移転するリースは，実質的には資産の取得であり，借手による
義務の発生である。なお，貸手からは販売であり資産購入のための融資である（[ 4 ] , par. 05）。
借手の観点から，リース（ファイナンス・リース）とは，通常，所有権のリスクや利益の全てを
リースの開始時点で実質的に借手へ移転するものであるが，これは，次のような状況である（［4], 
par.06）。
(a）借手がリース期間終了までにリース資産の所有権を取得することに合理的な保証があること。
ここでの合理的な保証とは，リース期間終了時点までに所有権が借手に移転されること。また，
リースに割安購入選択権が与えられていることである。
（所有権移転規準および割安購入選択権規準）
(b) リース期間とは，借手がリース資産の使用からもたらされる全ての経済的便益を耐用年数にわ
たって実質的に亨受する期間である。リース期間がリース資産の経済耐周年数と等しくないけれ
ども，リース期間がリース資産の耐用年数の大部分を占める（通常は75%，あるいはそれ以上）
場合，借手はリース資産からもたらされる経済的便益のすべてを実質的に亨受することが期待さ
れる。 （経済耐周年数規準）
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(c) 貸手は，リース資産に対してその投資の回収やリース契約の結果として投資による利益の獲得
を考える。こうした状況として考えられるのは リース開始時点で，関連する未履行費用の大部
分を除く最低リース支払額（minimumlease payments）の現在価値が，リース資産の公正価値と
実質的にほとんど（通常90% あるいはそれ以上）等しい状況であることである。
（公正価値規準）
なお，土地については，通常，定められた耐周年数はないという事実から，借手にとって，もし，
所有権がリース期間終了までに借手へ移転するという合理的な保証がないなら，借手は，その所有
権に関連するリスクや利益のすべてを実質的に受け取ることはない。
貸手の観点から，リース（ファイナンス・リース）とは，通常，リースの開始時点で，借手へ所
有権に伴うリスクや利益の全てを移転するが，その状況として 次の事例を挙げることができる
( [ 4 ],par.07）。
(a) 上述した4つの状況のうちいずれかlつに該当すること。
(b) リースに関係する貸倒れリスクは，同様の受取料の回収リスクと比較されること。
(c) 貸手側に生ずるリースの未回収費用の総額は，合理的に見積もることができること。もし，こ
うした費用の見積り不可能であるなら，貸手にリース資産の回収に関する実質的なリスクが残る
ことになる。これは，たとえば，貸手がリース資産の履行を保証する契約を持つ場合，またはリー
ス資産の陳腐化から借手を保護する契約がある場合に生じる。
所有権のリスクや利益のすべてを実質的に借手へ移転する証拠として いくつかの他の状況が提
出される。委員会の意見では，次のような状況は，借手へ所有権に伴うリスクや利益を移転するこ
とになる十分な証拠ではないとしている（[ 4 ],par.08）。
(a）借手は，所有権に付随する費用を支払う。この状況は，不適当である。なぜなら，実際のリー
ス契約において，借手は，直接，間接にこうした費用を支払うからである。
(b）借手は，貸手による投資が未回収額であるとき，資産の購入選択権を持っている。この状況も
不適当である。なぜなら そこには，借手が選択権を確実に行使する保証はない。
(c) リース資産は，借手にとっては特定な目的物であること。この状況も不十分である。なぜなら，
“特定な目的物”という概念は，定義付けが相対的で困難である。その上，リース資産が特定な目
的物であるという事実は 資産の所有権に伴うリスクや利益のすべてを実質的に移転する証拠と
はならない。貸手は，借手へリスクと利益のすべてを実質的に移転する期間のみ特定目的資産を
リースするが，特定目的資産の性質からなんらこのような期間を定めることはない。
会計勧告セクション3065はFASB13号の分類方法と類似した内容を持っている。つまり，詳細な
状況事例を設定し形式的な分類をしている。そこでは所有権に伴うリスクや利益のすべてを実質的
に借手へ移転するか否かを判定規準とするが，それには借手からの4つの定量的な状況規準と 3つ
の除外規定が用意されている。リースの分類は次のように図示できる。
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図表15 会計勧告セクション3065によるリースの分類（カナダ）
所有権に伴うリスクや利益の実質的な
全てを移転するか否か。
YES 
具体的状況事例として、
所有権移転規準、割安購入選択権規準
経済耐周年数規準、公正価値規準
( 4つの状況事例）
．所有権移転規準
・割安購入選択権規準
．経済耐周年数規準
・公正価値規準
NO 
NO 
( 2つの条件）
＋｜．貸倒リスクは、回収リス
クと比較できること。
・リースの未回収費用の総
額を合理的に見積り可能
NO 
その他のリース
セールス・アンド・リースパック
土地及び建物リース
③リースの会計処理
( i ）ファイナンス・リースの会計処理
キャピタル・リース
（ファイナンス・リー ス）
オペレーテイング・リース
直接金融リース
セールスタイプ・リース
オペレーテイング・リース
会計勧告セクション3065では 「借手が処分権を持つ全ての資源 および借手の長期債務を報告
するために，キャピタル・リースは借手によって資産の取得と債務の引受けとして会計処理すべき
である（［ 4], par.14）。」として，リース資本化を表明している。
(a）借手側
リース開始時点で記録される資産および債務の金額は，関連する未履行費用の 1部を除いた最低
リース支払額の現在価値である。この際，その計算に使用される割引率は，借手の追加借入利子率
とリースにおいて考慮された利子率のいずれか低い方である。ただし 資産および債務として記録
される金額は，リース資産の公正価値を超えることはない。計上された資産は 借手による他の償
却資産に対する償却方針と同一であること。そして，償却期間は，所有権を借手へ移転することが
確実であるか割安購入選択権が認められるならば，資産の経済的耐周年数である。それ以外は，リー
ス期間である（[ 4 ] , par .17）。また，リース支払総額は計上された負債の減額と金融費用として
配分される。金融費用は，負債残高に現在価値計算に用いた割引率をもって求められる（［4 ],par. 
18）。
(b) 貸手側
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（イ）直接金融リース
直接金融リースは 貸手が製造業者あるいは取扱業者と借手との間で金融仲介を行うときに生
じる。このようなリースでは，金融収益が生じる（［ 4 ],par.34）。この金融収益は，総最低リー
ス支払額（thetotal minimum lease payments），正味未履行費用，そして，その中に含まれる関
連利益プラス貸手の無保証残存価値とリース資産の原価（あるいは簿価）との聞における差異であ
る（［4 ],par.35）。直接金融リースの場合，当初の直接原価は，発生原価として，また未稼得収
益の 1部として費用化される。収益の残高は繰延べられ リースの投資回収の一定収益率でもって
リース期間にわたって配分される（[ 4 ] , par .40）。
（ロ）セールスタイプ・リース
セールスタイプ・リースは 通常製造業者あるいは取扱業者がその商品の販売を効果的に行
うため，リースを利用する場合に生じる。このようなリース取ヲiからは，リース開始時点で，商品
販売に関する損益とリース期間に対する金融収益と 2つの収益形態が生じる（[ 4 ],par.42）。セー
ルスタイプ・リースの開始時点で記録される売上利益は 最低リース料総額正味未履行費用とそ
の中に含まれる関連利益の現在価値である。そして これらはリース計算上の考慮された利子率で
計算される（［ 4 ],par.44）。リースの開始時点で認識された売上原価は，貸手がもっ無保証残存
価値によって減じられたリース資産の原価であり，あるいは簿価である（[ 4 ],par.43）。
( i）オペレーテイング・リースの会計処理
借手の立場では，リース賃借料はリース期間にわたって毎期定期的に費用化される（[ 4 ] , par.2 
9 ）。
貸手の立場からは，賃貸料収入はリース期間にわたって収益として認識される（［ 4],par.55）。
(4) オーストラリアの会計基準審議会による会計基準第1008号
① リースの定義
会計基準第1008号では，リースとは 「定められた期間 資産の使用する権利を貸手から借手へ，
賃借料と引き換えに移転する契約である（［ 3 ],par.09.1）。」とされている。
② リースの分類
会計基準第1008号では，リースの分類について，次のような基本的概念を示している。すなわち，
「リースの分類は，その経済的実質に依存する。もし，リース資産の所有権に伴うリスクや利益の
すべてが実質的に貸手に残っているならば，そのリースは，オペレーテイング・リースである。ま
た，これらのリスクや利益のすべてが実質的に借手へ移転するならば，ファイナンス・リースとな
る（[ 3 ] , COMMENT ARY. ( i ) ）。」ここで，資産の所有によるリスクとは，契約の未履行，商
品の陳腐化，設備の遊休生産能力，実現可能価額での損失，保証されない損害，不良品であること
等が含まれている。また，利益とは，資産の使用から手に入れることが可能なもの，また，実現可
能価額での利得などである（［ 3 ], COMMENTARY.( i））。そして，貸手から借手へ所有に伴
うリスクと利益のすべてを実質的に移転するとは，次のような規準を満たすことである（[ 3 ],
COMMENTARY.(iv )(aXbXl), (2）。
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
(a）解約不能リースであること。
(b) リース期間が，リース資産の耐用年数の75%以上あるいはそれ以上であること。
（経済的耐用年数規準）
(c) リース期間開始時点で，最低リース料総額（minmumlease payments）の現在価値が，貸手
のリース資産の公正価値と等しいかあるいは90%以上であること。 （公正価値規準）
会計基準第1008号は，リースを借手からファイナンス・リースとオペレーテイング・リースに分
類し，貸手からはファイナンス・リースであるリースをセールスタイプ・リースと直接金融リース，
レバレジッド・リースに分類している（［ 3],par.10.(2))oまた，その他のリースとして，土地建
物リースやセールス・アンド・リースバック サブ・リースがある。
セールスタイプ・リースとは ファイナンス・リースであるが リース開始時点でリース資産の
公正価値が貸手に対する取得原価（あるいは簿価）と異なっているリースである。
レバレジッド・リースとは，少なくとも 3人の当事者がいること。それは，貸手，借手，資金提
供者である。また，借手の不履行に対しては資金提供者の資金は，リース資産の処分による優先的
な分配から制限される。という性格を持ったリースである（［ 3],par.10.(l))o 
直接金融リースとは，セールスタイプ・リースとレパレジッド・リース以外のファイナンス・リー
スを指している。
会計基準第1008号では 実質優先の思考が強調されている。ファイナンス・リースとオペレーテイ
ング・リースとの判別は，他の基準同様，所有権に伴うリスクや利益のすべてを貸手，借手いずれ
がもつかに拠っている。設定された状況規準は2つの規準だけであるため取引の実質的な側面を重
視して分類されるものと思われる。
会計基準第1008号によるリースの分類は次のように図示できる。
図表16 会計基準第1008号によるリースの分類（オーストラリア）
資産の所有に伴うリスクや利益の全て
を実質的に賃借入へ移転する。
??
）?????? ???
??
???????? ? ，?
ファイナンス・リース
NO NO 
オペレーテイング・リース
オペレーティング・リース
ファイナンス・リース 直接金融リース
セールスタイプ・リース
レノtレジッド・リース
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その他のリース レノtレジッド・リース
土地及び建物リース
③リースの会計処理
( i ）ファイナンス・リース
会計基準第1008号では，実質優先の思考でファイナンス・リースのリース資本化が正当化される。
(a）借手側
資産・負債計上額は，最低リース料総額の現在価値である。その際，計算に使用される割引率は，
リースにおける計算上の利子率を用いるが，確認できないならばその見積利子率を用いる（[ 3 J'
par.20.(2))o計上された資産は，借手が，リース期間満了時までに所有権を取得することが確実で、
あれば，耐周年数で償却されるが，それ以外はリース期間にわたって償却される。最低リース料総
額は，金融費用とリース負債の減額として借手によって配分される（［ 3 ],par.26.1）。金融費用
は，各々のリース料支払期間開始時点でのリース負債にリースにおける計算上の利子率を用いるこ
とで計算される（[ 3], par.26.(2）。
(b) 貸手側
（イ）直接金融リース
貸手の投資額は，受領される最低リース料総額の現在価値とリース期間終了時の貸手に生ずる無
保証残存価値の現在価値との合計額である。この金額はリースの開始時に受取債権として計上され
る。この際，使用する割引率は，リースにおける計算上の利子率を用いる。金融収益は，リースに
よる投資に関して一定の期間収益率なるような実際的な方法で毎リース期間ごと損益計上する
( [ 3], par.55(1),55(2),56）。
（ロ）セールスタイプ・リース
リース資産の公正価値とリース資産の貸手における原価との差額は リース取引が生じた会計年
度に損益として計上する。セールスタイプ・リースの投資額は，直接金融リースと同じ方法で計上
される（[ 3], par.57,58）。
( i）オペレーテイング・リースの会計処理
借手では，最低リース料総額は費用として計上される（［ 3], par.30）。また，貸手では， リー
ス資産は固定資産として計上され，通常の償却がなされる（[ 3 ],par.60(1）。
(5) ニュージーランドの会計研究・基準審議会による標準会計実務書第18号
① リースの定義
標準会計実務書第18号では，リースとは，「貸手が借手に，賃借料を見返りとして，合意された
期間，資産を使用する権利を移転する契約である（[29],par.3. 1 ）。Jと定義されている。
② リースの分類
標準会計実務書第18号では，リースをファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にしてー
している。ファイナンス・リースとは，所有権に付随するすべてのリスクと利益が実質的に借手へ
移転するものであり 所有権の移転には関係がない。ここで リスクとは不要物や技術的陳腐化
から，また，経済状態に対する変化からの損失をさす。利益とは，資産の耐周年数を通じてその資
産からもたらされるものであり，価値の評価に対する利得であり，そして残存価値である（[ 29 J'
par.4. 1 ）。また，オベレーテイング・リースとは，ファイナンス・リース以外のリースである
( [29],par.3. 3 ）。
リースがファイナンスリースか否かは，契約の形式よりも取引の実質に依存する。所有に伴うす
べてのリスクと利益が借手へ実質的に移転するとは，次のような状況の場合である（［29],par.4.4）。
( i ）解約不能リースであること。
( i）最低リース料総額が合理的に見積もることができる。
(iii)(a）リース期間終了時までにリース資産の所有権が借手へ移転する。 （所有権移転規準）
(b）借手は，公正価値より十分に低い価額でリース資産を購入する選択権をもっている。そして，
リース開始時にこの選択権が行使されることが確実である。 （割安購入選択権規準）
(c）リース期間が，耐用年数の大部分（通常75%）を占める。所有権の移転は関係しない。
（経済的耐用年数規準）
(d）リース開始時点での最低リース料総額の現在価値は リース資産の公正価値より低い価額
（通常90%）ではない。所有権の移転は関係しない。 （公正価値規準）
(iv）貸手では，リースにおいて貸手が被る未回収金額を合理的な確実性をもって確かめることが
できる。
また，貸手が製造業者又は取扱業者であるファイナンス・リース，土地及び建物のリース，セー
ルス・アンド・リースバックとした分類がなされる。
リースの分類は，他の基準と同じように所有に伴うリスクと利益の全てを借手に移転する状況事
例を設定している。状況事例は実質的な内容を主としているが形式的な規定も含まれている。
図表17 標準会計実務書第18号によるリースの分類（ニュージーランド）
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③ リースの会計処理
( i ）ファイナンス・リースの会計処理
基本的方針として標準会計実務書第18号は次のように述べてリース資本化を宣言しているいる。
「取引やその他の事象は，取引の実質や金融的な実際にしたがって計算され表示されるもので，法
的形式に従うものではない。リース契約の法的形式とは，借手はリース資産の法的所有権を何ら取
得していないが，ファイナンス・リースの場合では，その実質や金融的実際からは，借手はリース
資産使用の経済的便益を，その耐周年数の実質的全部から資産や関連する金融費用の公正価値の近
似する金額を権利の支払いに対する契約義務の見返りとして取得する（[29],par.4. 5 ）。」さらに，
「もし，こうした取引が借手の貸借対照表に反映されなかったら，利用できる経済的資源やその義
務の程度をともに伝えられない。それ故，ファイナンス・リースは，資産として，将来の賃借料支
払いの義務として両方を借手の貸借対照表に記録される（[29],par.4. 6 ）。」
(a）借手側
リース開始時の資産・負債計上額は，リース財産の公正価値とする。しかし，最低リース料総額
の現在価値が公正価値より低い場合，その価額を計上する（[29],par.4. 8 ）。その際，計算に用い
る割引率は，決定可能であれば，リースにおける計算利子率を用いる。しかし，知り得ない場合，
借手の追加借入利子率を使用する（[29],par.4. 9 ）。リース資産の償却方針は，他の所有する償却
資産と同様な方針で行うべきである（[29],par.4.10）。最低リース料総額と当初に記録された負債
額との差額は，金融費用である。この費用は，各期間中の負債残高について一定の利子率になるよ
うにリース期間にわたって配分される。
(b) 貸手側
ファイナンス・リースでは，所有に伴うすべてのリスクや利益は，実質的に貸手から借手へ移転
される。このため，受取リース料は，貸手にとって，元本の払い戻しとして，また貸手への返済や
報酬に関する金融収益として処理される（[29]par.4.14）。貸手は， リース期間にわたって系統的
に合理的な規準に基づいて金融収益を配分する。この収益の配分は，常にファイナンス・リースに
関する貸手の正味リース投資未回収額の収益に対する一定の期間利子収益率を反映する方式に基づ
いて行われる。毎会計期間に対するリース料は リース投資未回収総額に対する元本および未稼得
金融収益の両方を減じるかたちで配分される（[29],par.4.15）。
( i）オペレーティング・リースの会計処理
借手での賃借料（保険費用や保守費用のような役務の費用は除く）の支払は，借手の利益の期間
的数字を表示するものとして系統的な規準に基づいて認識される（[29],par.4.13）。貸手では，貸
手の償却資産として処理される。受取リース料は リース期間に収益に含められる。
(ii）貸手が製造業者又は取扱業者であるファイナンス・リース
貸手が製造業者又は取扱業者であるファイナンス・リースの販売収益は，資産の公正価値である。
あるいは，もしより低いなら，最低リース料総額と貸手の見積無保証残存価値を商業利子率で計算
した現在価値の合計額である。リースの開始時点で認識される売上原価は，リース資産の原価であ
り，簿価である。売上収益と売上原価との差異は，売上損益である。そして，それは通常，企業が
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
直接販売したものと同じ方針で認識される（[29],par.4.22）。
(6) 日本の企業会計審議会による「リース取引に係る会計基準に関する意見書J
①リースの定義
リース会計基準では リース取引とは，「特定の物件の所有者たる貸手（レッサー）が，当該物
件の借手（レッシー）に対し，合意された期間（「リース期間」）にわたりこれを使用収益する権利
を与え，借手は，合意された使用料（「リース料」）を貸手に支払う取引（をいう）」と定義される
( [23],par.l）。
②リースの分類
リース取引はその契約内容に従って ファイナンス・リースとオペレーテイング・リースに分類
される。「リース取引の会計処理及び開示に関する実務指針（日本公認会計士協会会計制度委員会1994年 1
月） J （以下，実務指針という）によれば，ファイナンス・リースとは，実質中途解約不能，フル
ペイアウトを条件とする取引である。「フルペイアウト」とは，借手が，その物件からもたらされ
る経済的利益を実質的に享受し その使用に伴って生じるコストを実質的に負担するものである。
なお，オペレーテイング・リース取引はファイナンス・リース取引以外の取引である（実務指針，
二， 1'(2）。
リース会計基準は，ファイナンス・リースを所有権が借手に移転すると認められるリース取引
（以下，所有権移転リースという）と所有権が借手に移転すると認められるもの以外のリース（以
下，所有権移転以外リースという）に分類しているが，その判定規準として実務指針では，次のよ
うな状況事例を設定している。
( i ）所有権移転リース
(a) リース契約上，リース期間終了後又はリース期間中途で リース物件の所有権が借手に移転す
るリー ス。 （譲渡条件付リース）
(b) リース契約上，借手に対して リース期間終了後又はリース期間の中途で 名目的価額又はそ
の行使時点のリース物件の価額に比べて著しく有利な価額で買い取る権利が与えられており，そ
の行使が確実に予想されるリース取引。 （割安購入選択権付リース）
(c) リース物件が，借手の用途等に合わせて特別の仕様により製作又は建設されたものであって，
当該リース物件の返還後，貸手が第3者に再びリース又は売却することが困難であるため，その
仕様可能期間を通じて借手によってのみ使用されることが明らかなリース取引。
（特定物件リー ス）
( i）所有権移転以外リース
次の状況に該当する場合，所有権移転以外リースはファイナンス・リースと判定される。
(a）解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値が 当該リース物件を借手が現金で購入す
るものと仮定した場合の合理的見積金額の概ね90%以上であること。（見積購入価額の90%以上）
(b）解約不能のリース期間が，当該リース物件の経済的耐用年数の概ね75%以上であること。（経
済的耐用年数の75%以上）ただし，この判定基準の適用に際して 経済的耐用年数の75%以上で
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あっても，借手がリース物件に係るほとんどすべてのコストを負担しない場合があるため，リー
ス物件の特性により 見積購入価額の90%以上の基準だけを適用する。
リース会計基準におけるリースの分類は リースをファイナンス・リースとオベレーテイング・
リースに分類しさらにファイナンス・リースを所有権移転リースと所有権移転以外リースに分け
ている。状況事例も詳細に規定されており実務に適した内容となっている。
図表18 リース会計基準によるリースの分類（日本）
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③リースの会計処理
( i ）ファイナンス・リースの会計処理
リース会計基準では リース取引の法的形式よりも経済的実質を優先する立場から会計処理手順
が示されている。ファイナンス・リースについては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
（売買処理＝資本化処理）が要求される。すなわち 当該取引から生じた資産 負債は貸借対照表
上にオン・バランス化が原則である。ただし リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有
権が借手に移転すると認められるもの以外，つまり所有権移転以外リースについては，注記により
資本化処理するのと同程度の情報（資産情報負債情報損益情報）を開示することを条件として，
賃貸借取引に準じた処理（賃貸借処理）が容認される（[23],par.3,(1),(2）。
(a）借手側
（イ）所有権移転リース
資産・負債の計上価額は，借手において当該リース物件の貸手の購入価額等が明らかな場合は当
該価額によるが，貸手の購入価額が不明な場合は，リース料総額をある一定の利子率を用い現在価
値に割ヲlいた価額と見積現金購入価額とのいずれか低い価額を計上する。ここで現在価値の算定に
用いる割引率として，貸手の計算利子率を挙げ それを知り得ない場合には借手の追加借入に適用
されると合理的に見積もられる利率を用いるものとしている。リース料総額は利息片目当額部分とリー
ス債務の元本返済部分とに区分計算し，前者は支払利息として 後者はリース債務の元本返済とし
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にしてー
て処理する。全リース期間にわたる利息相当額の総額は，リース開始時におけるリース料総額とリー
ス資産の計上額との差額である。計上された資産は自己の固定資産に適用する減価償却方法と同ー
の方法により償却する。この場合の耐周年数は 経済的使用可能予測期間とする。
（実務指針，三， 1'(1),(2),(3),(4),(5)) 
（ロ）所有権移転以外リース
所有権移転以外リースでは 上述した所有権移転リースのうち リース資産の償却に関して異なっ
た処理が採られている以外各項目について同様な会計処理がなされている。リース資産の償却は，
リース期間を耐用年数とし，残存価額を零として減価償却相当額を算定する。なお，償却方法は，
定額法，級数法，生産高比例法の中から，企業の実態に応じたものを選定する。 所有権移転以外
リースについては 原則的な処理を行ったと同じ情報を注記することを条件として賃貸借処理が認
められている。この場合注記に必要な金額等の算定方法は 上述した所有権移転リースに準ずる
ものである。
(b) 貸手側
（イ）所有権移転リース
（実務指針，三， 2'(1),(2),(3),(4),(5),(6),(7)) 
リース債権の計上価額は，リース物件の購入価額等（付随費用を含む）である。リース料総額か
らリース債権の計上価額を控除した額が受取利息相当額となるが，これは売上総利益に相当するも
のである。受取リース料は損益計算上， 2つ方法（リース物件の売上高と売上原価とに区分，受取
リース料を売上高として処理し これに対応する元本回収額を売上原価）にて処理される（実務指
針，四， 1'1,2）。
（ロ）所有権移転以外リース
注記に記載する金額については 上述した所有権移転リースによる算定方法に準ずるものとされ
ている。
( i）オペレーテイング・リースの会計処理
オペレーティング・リースは 借手貸手とも通常の賃貸借取引に係る方法にて会計処理を行う。
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これまで6つの国のリース会計基準の概観をしてきたがそれらは，次のように比較できる。
図表19 会計処理方法の比較表（借手）
国際会計基準 FASB13号 SSAP21号
会計勧告
会計基準1008号
標準会計 リース
第17号 （アメリカ） （イギリス）
セッション
（オー ストラリア）
実務書第18号 会計基準
3065（カナダ） （ニュー ジーランド） （日本）
リース資本化 リース資本化 リース資本化 リース資本化 リース資本化 リース資本化 所有権移転リース
ぷ,j,、 金融性リースを資 資産の所有権に伴 借手が資産の使用 キャピタル リー ファイナンス リー ファイナンス リー は，リース資本化。
産およびその後の う利益及び危険の 享有権を購入し， スは，借手による スは，リース資産 スは，資産として， 所有権移転以外リー
言十 リース料の支払債 すべてを実質的に 向時に将来の支払 資産の取得と債務 から多くの経済的 また，将来の賃借 スは，リース資本
処 務として掲記する。 移転するリースに 義務を認識する。 の引き受けとして 使益を享受する。 料支払いの義務 化と同程度の「注
理
ついては，資産の ここで，資産計上 会計処理する。 このため，リース （負債）として， 記Jにて開示する。
取得，債務の支払 されるのは，資産 資産の公正価値の 借手の貸借対照表
の として処理する。 そのものではなく 近似値とこれに関 に記録される。
基 資産に対する借手 速する金融費用を
の権利である。 リース期間支払わ
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資産と同じ償却方 数と，リース期間 資産と同じ償却方
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耐用年数とし，そ 耐用年数とし，そ 耐周年数とし，そ 以外リースの場合
れ以外は，リース れ以外は，リース れ以外は，リース リース期間である。
期間又は耐用年数 期間とする。 期間とする。
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い期間である。
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なお，簡便計算 簡便計算は不可 簡便計算は可 簡便計算は可
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図表20 会計処理方法の比較（貸手－ 1) 
IAS17号 SSAP21 
標準会計
リース会計基準
（国際会計基準） （イギリス）
実務書第18号
（日本）
（ニュー ジー ランド）
受取リー ス料は， 受取リー ス料は， 受取リー ス料は，
貸手の投資の回収 貸手の貸借対照表 元本の払い戻しと
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ア 掲記する。 金額。貸労は，リー る。
イ ス原価及び差額と
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粗利益（金融収益）
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金融収益の認識 リース投資粗利 金融収益の認識 リース料総額か
は，当該リースに 益（金融収益）の は，貸手の正味リー らリース債権の計
ス 関する貸手の正味 認識は，貸手の正 ス投資未回収額， 上価額を控除した
リース投資未回収 味現金投資未回収 又は正味現金投資 額が受取平！J息相当
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ス
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図表21 会計処理方法の比較（貸手－ 2) 
FASB13号 ｜ 会計勧告セ 7ション I 会計基準第1008号
（アメリカ） I 3065 （カナダ） ｜ （オー ストラリア）
最低リース支払額プ｜・リース開始時点で 2I・リース資産の公正価
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むすび
国際会計基準委員会による国際会計基準の改善プロセスに対するいくつかの間題点を指摘するこ
とによって，本論文のIおよびHについての「むすび」に代える。
(1) 国際会計基準委員会が国際会計基準の改善プロセスの l段階として「財務諸表の作成・表示
のためのフレームワークJを公表したことは，国際会計基準に理論的基礎を与え，国際会計基準に
よって容認される代替的会計処理方法を狭めるために大いに役立つと考えられる。しかしながら，
この「フレームワーク」は，「国際会計基準によって容認されている代替的会計処理方法の数を削
減するための基礎を提供することによって， IAS Cの理事会が，財務諸表の作成・表示に関する
規則，会計基準および手続の調和化を促進するさいに役立てること。」といった目的のために，実
際には，十分活用されていないように思われる。というのは，国際会計基準委員会は，注6で指摘
したように，「財務諸表の比較可能性を高める目的は，『フレームワーク案Jにおける財務諸表の諸
要素の定義や認識規準にほぼ合致する会計処理ではなく，世界的な現行実務や趨勢に従う会計処理
を選択することによって，もっともうまく達成される。」と考えているからである。
国際会計基準の研究一リース会計基準を中心にして一
(2) 前記（1）で指摘した，多様な代替的会計処理方法を狭めるさいに，「フレームワーク」と整合
する会計処理より，世界的な現行実務や趨勢に従う会計処理を優先するとの国際会計基準委員会の
見解には疑問がある。各国における会計基準は，必ずしも，その論理的妥当性や会計目的との整合
性に基づいて設定されるのではなく，時には その経済的効果が経営者などのような有力な利害
関係者の利害に合致するとの観点から 政治的な妥協の産物として 設定されることもある。たと
えば，このような事例として，多くの米国企業が貨幣負債ポジションにあり， ドル安傾向にあった
状況のもとで，アメリカにおける財務会計基準書第8号（テンポラル法の適用）が，その基準の経
済的効果（多額の為替差損の計上をもたらす効果）のために，経営者の圧力により廃止され，第 5
2号（決算日レート法の選択適用）が設定されたケースを指摘することができる。しかしながら，
特定の会計処理基準の経済的効果は，各国の状況により異なるので，特定の国際会計基準を設定す
る問題が，政治的な利害調整の問題となる可能性がある。
(3) 国際会計基準委員会は 注4で指摘したように 既存の国際会計基準の欠陥の 1つが「重要
な財務報告問題に関する基準が網羅的に設定されていない点」にあるとの観点から，「理事会は，
また，財務諸表の利用者および、作成者のニーズを満たすためには，国際会計基準は，重要な財務報
告問題を網羅的にカバーできるものでなければならないと考えている。理事会は，最近，金融商品
の会計に関するプロジ、エクトを開始した。というのは，この問題は 特に，国際的なレベルにおい
て，基準設定者が緊急に注意を喚起すべきテーマであるからである。」と述べ 基準が網羅的に設
定されていないとの欠陥を改善するためのプロジ、エクトに積極的に取り組んでいる。この点は高く
評価できる。確かに，国際会計基準は，多くの国においてすでに会計基準が設定されている領域に
ついては，網羅的に設定される必要があるように思われる。しなしながら，多くの先進国において
さえ，会計基準が設定されていない領域については，当面，基準を設定すべきではないように思わ
れる。そうでないと，アメリカのようにかなり網羅的に会計基準が設定されている国の会計処理基
準が，そのまま，容認されてしまう可能性が高く，各国の社会的・経済的環境に応じた会計実務が
育成されなくなってしまうと考えられるからである。
(4) 66～69頁の図表2「財務諸表の比較可能性のための改定案の要約表」において下線をヲ｜いて
示した基準のように，国際会計基準には それぞれの況状ごとに 1つの適切な会計処理方法（強制
的会計処理方法）が規定される場合がある。このような状況別会計基準については，それぞれの会
計処理方法を適用すべき状況を識別するための規準をある程度詳細に規定する必要があるように思
われる。そうでないと 各国の会計基準設定主体や証券取引を規制する機関ごとに状況に関する異
なる解釈がなされたり，各国ごとに異なるより詳細なレベルの規準に準拠して財務諸表が作成され
ることになり，その実質的な比較可能性が確保されなくなってしまうと考えられるからである。
国際会計基準第17号「リース会計」の特徴と問題点ならびに各国のリース会計基準の比較を整
理・要約することによって，本論文の皿およびWについての「むすび」に代える。
(1) 国際会計基準第17号の会計処理を通して実質優先思考を再確認できる。実質優先思考は，「企
業の取引において経済的実質と法的形式が異なる場合 経済的実質に重点をおいて会計上の取扱い
する基本的な考え方である。」 ある一定の性質を持ったリース取引は法的形式では賃貸借契約で
研究年報第双E巻
あるが経済的実質・実態はリース資産の所有に他ならない。この思考は利害関係者に対して意思決
定に有用な会計情報を提供するという会計目的から派生する思考であり これまでの伝統的会計概
念に対する『論理の転換』を意味するものであった。実質優先思考にしたがえば，「あるひとつの
会計処理方法を取引状況にかかわりなく一律に適用するよりも むしろ取引実態に応じて会計処理
方法を適用することによって，よりよく企業の実態を表現できるとともに比較可能性も高めること
ができる。」すなわち，取引目的や保有状況など実態に応じた会計処理方法を規定する会計ルール
として状況別会計基準の適用が要請される。国際会計基準第17号では 状況別会計基準の適用によ
りある特定の状況に合致すればリース資本化がなされ，そうでなれればこれまでの賃貸借処理のま
まである。つまり，状況別会計基準の適用にあたっては，この状況設定が重要なポイントとなる。
(2) 国際会計基準第17号で示された状況事例は厳格なものではなく「ゆるやかな規準」であると言
える。このためリース資本化か否かの判定が当事者である借手によりよく解釈され適用されること
で資本化回避が助長され，国際会計基準第17号の実効性が問われることとなる。他方，アメリカの
FASB13号にみられるように「詳細で厳格な規準」では，リースの判定や会計処理に借手の介入す
る余地はない。しかし，規準に明確な規定がないならば，基準自体が抜け穴となる恐れがある。そ
のため，それに対する基準の設定がまた必要となりその作業が後々も続くことになる。
(3) 上述した問題に対して3つの議論（①形式主義的規制戦略②実質主義的規制戦略③両者の複合
戦略）がある。①形式主義的規制戦略とは，会計処理を行う側が法令や会計基準などのルールに
従って機械的に意思決定を行うことを求める戦略である。②実質主義的規制戦略とは，厳密なルー
ルを事前に規定せず，さまざまな要素を規制の目的に照らしながら，処理する側が，ある取引の処
理について意思決定を行うことを求める戦略である。③両者の複合戦略とは，両者の複合である。
①では，意思決定局面における統一性や予測可能性が向上するが，この戦略の問題点は，すべて
の場合について明確な規定が設けられないならば，規制に多くの抜け穴が存在することである。
②では，極限的な場合，財務報告の目的についてのみ事前に規定し，その他の規制は事後的に行
うというものである。この戦略によれば，規制の網からはずれる事象は少なくなり，かつ会計制度
の陳腐化も防止できるが過度に推進することには問題がある。それは，ある事象の処理について行っ
た意思決定が，規制側に是認されるものかどうかが事前には不確定であるためである。
③では，定量的な規準や方法・状況の特定化などの形式主義的な規定は 財務数値の客観性等の
維持に貢献する。また，環境変化や企業特殊性を織り込んだ財務報告をするために，実質主義的規
制戦略に基づく施策，例えば判断の余地を残した細目規定を設けたり 規制目的を強調するなどに
より，会計制度に柔軟性を付与するものとされる。
3つの議論のうち，①形式主義的規制戦略が有力が議論であると考える。すなわち，状況別会計
基準の適用について，会計処理方法を識別するための規準をある程度詳細に規定する必要があるこ
とである。さもないと，当事者によってそれぞれの状況が異なる解釈で行われ基準の実効性が問わ
れることになるからである。
(4) リース会計の主たる問題は，借手におけるリース資本化の問題である。そこでの資産計上額は，
図表19より，リース資産の公正価値又は最低リース料（支払）総額の現在価値である。公正価値と
国際会計基準の研究一リース会計基準を中心にして一
は，「取引事情に通じ，かつ購入意思をもった買主と取引事情に通じ，かつ売却の意思をもった売
主との問で，純然たる商業ベースでの取引により成立するとみられる交換価値」である。また，
「資産そのものがもっ潜在的効益を独立的に評価した価額」でもある。借手から公正価値を測定す
るには，仮定や見積が伴い，客観性をもって確認することが困難である。したがって，借手が知り
得る唯一の価額である最低リース料（支払）総額の現在価値を以てその計上価額とすることは妥当
なものであると考えられる。
(5) 6つの国のリース会計基準を概観した。アメリカ（FASB13号）では，取引を網羅的に把握し
状況事例を詳細に設定して分類している。とりわけ ファイナンス・リースとオペレーテイング・
リースとの分類規準である経済耐用年数規準および公正価値規準は，定量的であり厳格なものであ
る。会計処理も借手・貸手とも実践的な内容である。イギリス（SSAP21号）では，ファイナンス・
リースの判定に係る状況設定は，公正価値規準（90%テスト）だけであるが，この規準だけが絶対
的なものではなく あらゆる側面から当該リース契約を考察し 実質的な観点からその判定がなさ
れている。会計処理として，資産計上は，資産そのものではなくリースの「使用権」であるとして
いる。カナダ（会計勧告セクション3065）では FASB13号の分類方法と類似した内容を持ってい
る。つまり，詳細な状況事例を設定し形式的な分類をしている。会計処理も類似した内容となって
いる。オーストラリア（会計基準第1008号）では リースの判別において設定された状況規準は 2
つの規準だけである。このため取引の実質的な側面を重視して分類されるものと思われる。会計処
理も他の国と大きな差異はない。ニュージーランド（標準会計実務書第18号）では，状況事例は実
質的な内容を主としているが形式的な規定も含まれている。会計処理方法に大きな差異はない。日
本（リース会計基準）では リースの分類は リースをファイナンス・リースとオペレーテイング・
リースに分類しさらにファイナンス・リースを所有権移転リースと所有権移転以外リースに分けて
いる。状況事例も詳細に規定されており実務に適した内容となっている。会計処理は各々の分類に
応じて規定されており，所有権移転以外リースにおいては 資本化処理するのと同程度の内容を注
記することによって，賃貸借処理も容認している。
(6）状況別会計基準の適用という観点から各国のリース会計基準の比較を前述した（3）の議論を通し
て類型化すれば次の通りである。
①形式主義的規制戦略の属性を持つ基準としては，アメリカ（FASB13号） カナダ（会計勧告
セクション3065），日本（リース会計基準）を挙げることができる。また，②実質主義的規制戦略
の属性を持つ基準としては，国際会計基準第17号，イギリス（SSAP21号），オーストラリア（会計
基準第1008号）を挙げることができる。さらに，③両者の複合戦略の属性を持つ基準としては，ニュー
ジーランド（標準会計実務書第18号）を挙げることができる。
注l 国際会計士連盟（ IFAC）は，「世界の会計士業務の統一と調和をはかり またその質を高めることを目的として
1977年に設立された会計士の国際的組織（ [2] 289頁）Jである。中島省吾氏（ [27] 21-22頁）は，国際会計基準委員会と国
際会計士連盟との関係を次のように説明している。「IAS CとIFA Cとの関係について両組織の役員の間で討議が重
ねられた。その結果， 1982年メキシコでの国際会計士会議の際に，『国際会計基準委員会・国際会計士連盟協約書（ IA 
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SC/ I FA C Mutual Commitments）.］が締結された。その内容は，国際会計基準に関する公表，交渉， i主格，承認・
道守の促進等に関しては， IAS Cが責任と権限とを有する唯一の組織であることを IF' A Cは認め， IAS Cが公表す
る基準を支持し，その会員団体に，国際会計基準の国内での公表，財務諸表における国際会計基準への準拠及び準拠事実
の開示，政府や基準設定団体の説得，証券市場統制機関及び産業界の説得，監査人による国際会計基準準拠の確認，国際
会計基準の全世界的承認・遵守につき最善の努力を払わせること，そして， IAS Cの会員団体は自動的に IFA Cの会
員となること，また， IAS Cの理事会のメンバーは IFA C理事会が指名できることとし， IAS C理事会は活動報告
と予算案とを IFA C理事会に提出するものとする。さらに， IAS Cは定款の変更に当たって IFA C理事会に協議し，
また， IFA C会長の IAS C理事会への陪席を認めることとなった。J
2 長谷川教授（[11 J ,60頁）によれば，「Iosc Oは， InternationalOrganization of Securities Commissions and 
Similar Agenciesの略語で、あり，わが国では，『証券監督者国際機構』と訳されている。 Iosc Oの前身は， 1974年に
発足した米州証券監督者協会 (Inter-AmericanAssociation of Securities Commissions : I AS C 0）であるが，
その後の証券取引の国際化の進展のなかで， 1983年以降，フランス証券取引委員会（C0 B），イギリス国際株式取引所
(IS E），韓国証券取引委員会等のアメリカ大陸以外の国の機関（証券監督当局および証券取引所）が加盟するに至り，
1986年のパリにおける年次総会においてその名称を Iosc Oと改め，世界的な組織となった。日本は， 1988年1月のメ
ルボルンの総会から大蔵省証券局が加盟している。」と説明されている。
3 白鳥教授（[33] ,54頁）は，こうした「比較可能性プロジ、エクト」推進の背景について，「国際会計基準に数多くある代
替的会計基準の存在が roes Oが国際会計基準を全面的にパックアップしたり，国際会計基準にお墨付きを与えるの
に大きな障害となっていることが伝えられてきた。そのころ 前述のように IAS C内部からも複数の会計処理を認める
ことに強い反省の声が高まる状況にあったので， 1987年に IAS Cは『財務諸表の比較可能性』プロジ、エクトを開始する
ことを決定し，その作業に急ピッチで取り組む体制を整えたのである。」と説明している。
なお，証券監督者国際機構は， 1987年に，国際会計基準委員会の諮問グループのメンパーになり， 1988年には，国際会
計基準委員会を支持する意見表明を行った。詳しくは，文献（[11],62頁）参照。
4 国際会計基準委員会は，「既存の国際会計基準は，類似の取引および事象に対する代替的会計処理方法からの自由な選
択を許容しているので，しばしばそのようなニーズ（真の国際な会計基準に対するニーズー引用者挿入）を満たさない場
合がある。また，既存の国際会計基準は，国際的ピジネスにとって重要ないくつかのテーマを扱っていない。国際会計基
準委員会の理事会は，その基準を改善することによってこれらの認識された欠陥に対応してきた（[14] ,par.2）。」と述べ，
既存の国際会計基準の欠陥として，「類似の取引および事象に対する代替的会計処理方法からの自由な選択を許容してい
る点Jと「重要な財務報告問題に関する基準が網羅的に設定されていない点」を指摘している。 E32は，前者の欠陥を改
善するためのプロジ、エクトであるが，後者の欠陥を改善するためのプロジ、エクトについては，「理事会は，また，財務諸
表の利用者および作成者のニーズを満たすためには，国際会計基準は，重要な財務報告問題を網羅的にカバーできるもの
でなければならないと考えている。理事会は，最近，金融商品の会計に関するプロジ、ェクトを開始した。というのは，こ
の問題は，特に，国際的なレベルにおいて，基準設定者が緊急に注意を喚起すべきテーマであるからである。理事会は，
追加的な国際会計基準に対するニーズ，既存の基準において与えられている指針の十分さ，表示および開示要請の完全性
を検討している。理事会は，その作業計画についてのこれらの諸局面に関するコメントを待ち望ぞんでいる（ [14],par.5 
）。」と説明されている。
5 図表2「財務諸表の比較可能性のための改定案の要約表」における訳語については，文献（ [1],179-182頁）を参照し
た。
6 これらの規準のうち（ i）の規準（各国の会計基準，法律および一般に認められた会計原則における世界的な現行実務
や趨勢）が優先されるべきであるとの見解が次のように指摘されている。「いくつかの間題について，世界的な現行実務
には，『フレームワーク案Jにおける財務諸表の諸要素の定義や認識規準と完全には合致しない会計処理が含まれている。
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
このことは，コスト・ベネフィットへの配慮や様々な代替的会計処理方法の実行可能性が会計基準および実務の発展に
影響を与えてきたケースについて，特に，そうである。理事会は，これらのケースにおいて，適時性の基準に基づいて財
務諸表の比較可能性を高める目的は，『フレームワーク案』における財務諸表の諸要素の定義や認識規準にほぼ合致する
会計処理ではなく，世界的な現行実務や趨勢に従う会計処理を選択することによって，もっともうまく達成されると考え
ている（ [14] ,par.20 ）。」
7 rose Oの組織は，総会（正会員全員によって構成される最高の意思決定機関），理事会（運営執行機関），専門委
員会，市場開発委員会から構成されている。専門委員会は，国際的な証券取引に関する諸問題を検討し，これらの問題に
対する現実的な解決策を提案することを目的としている。専門委員会には，第 l作業部会（多国間ディスクロージャーと
会計），第2作業部会（流通市場規制），第3作業部会（市場仲介者），第4作業部会（法務執行並びに情報交換），第5作
業部会（投資管理）の5つの作業部会が設置されている。さらに，第1作業部会には，会計・監査小委員会が設置されて
いる（[33] ,69-70頁）。
8 1993年8月16日の書簡における Iosc Oのコア・スタンダードのリストには，現行の国際会計基準として設定されて
いない項目がある。これらの項目には，金融商品，無形資産， 1株当たり利益，従業員給付および中間財務報告が含まれ
ている（［9],132頁）。これらの項目も，改訂必須項目であるとされている。また，包括的な基準が設定されていない廃止
事業，商品へッジについての項目および価値減損についての項目が，財務諸表の比較可能性および透明性を全体として高
めるために， IAS Cにより，いつかは検討されるべき項目であるとされている（ [9] ,132頁）。
9 角瀬教授（［19],56頁）参照。
10 戸張喜一郎氏（［39],38頁）参照。
1 E19の内容については，中島教授（［26],27-32頁）を参照の事。また， El9と国際会計基準第17号との比較は，田嶋助
教授（［34],144-148頁）を参照の事。
12 実質優先思考の意義について中島教授（[28] 18頁）は，次のように主張している。
「財務諸表の作成基準に関する議論は，近年，それらを，誰が，どういう目的で利用しようとするのかという観点から
展開されることが多い。そのような立場からしばしば強調されるのは，財務諸表が，多くの利害関係者の経済行為上の判
断のための情報提供手段だということである。そして，このような立場からは，財務諸表について，企業の財務的実質に
ついての情報を提出することが要求あるいは期待されるのである。
たとえば，ファイナンス・リースに関して，もし，それを純然たるオベレーテイング・リース的に処理し表示するにと
どまるならば，財務諸表の利用者は，その企業がどれほどの大きさの資本を実際に利用しており，また，どのような債務
を今後にたいして負っているのか知りえないことになる。それゆえ 金融機関からの借入れによって資産を購入して活動
している企業と，同じ資産をファイナンス・リースで利用している企業との財務諸表が全く異なる内容を示していても司
財務諸表の利用者はその事実を知らないことになりうるであろう。経済的実質の考慮が形式的法律の尊重に優先しなけ
ればならないのは『このような場合である。そして，このような場合においてさえも法律的形式が絶対的に優先するべき
ことがもし主張されるとすれば，それは，近代社会の有用な制度としての法律の意義をかえって投げ棄てることにならな
いであろうか。会計人は，実質優先思考を財務諸表に関して主張せざるをえない。それは，上述のような場合と意味とに
おける実質優先を断念することは，会計の役割の自己否定になりかねないのである。」
また，醍醐教授（[ 5 ],30-31頁）も実質優先思考が会計測定ルールの形成原理として機能するとして，次のような主張
を述べている
「…経済的実質優先（［economic]substance over [legal] form）の思考が具体的な測定ルールの導出へと広範囲な操作
可能性を持っていることは，実質的購入に着目した特定リースの資本化，セールス・アンド・リースパックや有価証券の
クロス取引による『売却益』の計上否認（評価益と解釈）の事例において，その一端が示されているが，これ以外でも，
企業合併の経済的実質にそくした買収法もしくは持分プーリング法の適用，重要な影響を及ぼしうる被投資会社の損益
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についての持分法の適用，同一の用途に供される固定資産の簿価での交換の容認等，経済的実質優先の思考に導かれたと
解される測定ルールを多数見出すことができる。その上，さらに重要と思われるのは，経済的実質優先の思考が，これら
例示的ケースへの適用にとどまらず，より一般的次元で，実現概念が発生概念をも包摂して司収益はもちろん資産司負債司
費用の認識と測定に至るまで，その適用範囲を広げるのを促す原動力として機能してきたということである。つまり，経
済的実質に依存した新しい実現概念は，収益獲得過程での「決定的事象（crucialevent）の生起」という形に操作されて
収益基準等の収益計上基準を論拠づけるにとどまらず，リース資本化の要件や偶発損失引当金の設定要件の検討等にあ
たっても有効な準拠枠となりうるし，げんになっていると考えられる。」
13 IASC([l5],par.35）では財務諸表の質的特徴として，理解可能性，目的適合性，信頼性及び比較可能性をあげてい
るが，実質優先主義（SubstanceOver Form）は，信頼性を形成する 1つの要素として次のように述べられている。
「もし，会計情報が，忠実に取引や他の事象を表わすことであるなら，法的形式にとらわれず，実質や経済的実態と一致
した会計処理や開示が必要となる。取引や他の事象の実質が法的形式や考案された形式に常に一致するとは限らないる。J
14 国際会計基準第17号（［17］，訳書13頁）参照。
15 田中教授（[35] ,58頁）は，実質優先思考との関係から状況別会計基準の意義を次のように説明されている。
「実質優先思考にしたがえば，あるひとつの会計処理方法を取引状況にかかわりなく一律に適用するよりも，むしろ取
引実態に応じて会計処理方法を適用することによって，よりよく企業の実態を表現できるとともに比較可能性も高める
ことができる。そこで，それぞれの取引目的や保有状況など実態に応じた会計処理方法を規定することが要請されよう。
こうした会計ルールのあり方は状況別会計基準ないし状況適応型会計基準と呼ばれる。」
16 この計算例は（[ 7], 76-80頁）の例題を国際会計基準第17号に合わせて修正したものである。
17 戸張喜一郎氏（［38］β6頁）参照。
18 宮上教授（[25] ,255頁）参照。
19 4つの規準をみると（b）「…合理的に確実視される場合J(c）「…当該耐用年数の大部分を占める場合」（d）「…公正価値
の相当金額以上である場合」と規定されてリース資本化の範囲を広く捉えていることがわかる。しかし，こうした規定は
その判定を当事者に委ねることにもなる。
20 加古教授（[20],14頁）参照。
21 中島教授（[26] ,23頁）参照。
22 たとえば，（a）収益認識時点に関する処理（販売時，代金回収時，製品完成時点等） (b）減価償却に関する処理（定額法，
定率法，生産高比例法等） (c）棚卸資産評価に関する処理（原価法，時価法，低価法）などがある。
23 田中教授（[35] ,59頁）参照。
24 田中教授（［35],59頁）はさまざまな領域として次の例を説明している。
「APB意見書16号が扱った合併会計においても，一定の条件を満たす場合には持分プーリング法を，そうではない場合
には買収法を適用すべきであるとされている。また， FASB基準書第52号は，機能通貨アプローチにもとづいて，従属型
子会社の財務諸表の換算にはテンポラル法を適用し 独立型子会社の財務諸表の換算には決算日レート法を適用すべき
と定めている。さらに， FASB基準書第80号は，先物取引をその取引目的に応じて区分し ヘッジ目的の場合にはヘッジ
対象項目の会計処理に合わせて処理するヘッジ会計を適用し，投機目的の場合には時価で評価し，評価損益を即時に認識
国際会計基準の研究ーリース会計基準を中心にして一
すべきとしている。」なお，外貨換算における状況別換算法を論述したものに，榊原教授（稿）「外貨表示財務諸表の換算
方法に関する研究3一状況別換算法の検討－」『富大経済論集（富山大学H42巻1号， 1996年7月， 95-131頁．がある。
25 アメリカのリース会計の経緯については，拙稿（［21],109-113頁）を参照。
26 イギリスのリース会計の動向については，茅根助教授（[ 40] ,49-55頁）を参照のこと。なお， SSAP21の設定主体であ
る会計基準委員会（ASC）は1990年に解散され，同年8月20日に新しい基準設定組織として会計基準審議会（Accou-
nting Standard Board;ASB）が発足した。 ASBは， ASCが公表した25のSSAPのうち， 22基準を新しい会計基準とし
て採用したが，その中にSSAP21も含まれている。その後， ASBが新たに会計基準として公表するものは財務報告基準
(Financial Reporting Standard; FRS）と呼ばれ， 1996年5月までに8つのFRSが公表されている（[36] ,28-30貰）。
27 カナダの会計基準は職業会計士団体であるカナダ勅許会計士協会（CanadianInstitute of Chartered Accounta-
nts;CICA）が発行するCICA会計勧告を一冊にファイルしたCICAハンドブックによっている。 CICAハンドブックは開
示から個々の会計処理まで取り扱っている。カナダの連邦会社法及び6つの州の州会社法上，また6つの州の証券法上，
財務諸表の作成はCICAハンドブックに準拠するように求めており，カナダでの財務諸表の作成の際にCICAハンドブッ
クへ準拠することは法的な強制力が付与されている。カナダの会計基準設定主体は， CICAの一部門である研究基準部
(Studies & Standards ）に属する会計基準委員会（AccountantStandards Board;AcSB）である（［42],37頁）。
28 オーストラリアには， 2つの会計制度が存在している。 lつはAAS(Australian Accounting Standards ）であ
り，これはオーストラリアのICAA(Institute of Chartered Accountants ）及びASCPA(The Society of Certif-
ied Practising Accountants ）のすべてのメンバーに道守されている。また，もう 1つは， AASB(Approved Aust-
ralian Accouting Standards）であり，オーストラリアの商法の下で施行されていることから，オーストラリアで一般
目的の財務諸表を作成するすべての会社は，このAASBに準拠しなければならない（[37] ,39頁）。なお，リース会計の規
定はAASB1008であるが，それはASRB1008がそのまま認められたものである（[ 3 ],p679 ）。 Ernst& Young( [ 6 ] , 
p6）によれば「リース会計はAAS(Australian Accounting Standard) No.17『リース会計』とASRB(Accounting 
Standards Review Board Approved Accounting Standards )No.1008『リース会計』によって規定されている。 AA
SNo.17とASRBNo.1008とは基本的には同じである。J
29 ニュージーランドの会社についての法規制や会計基準は，イギリスの会社法および会計基準を基礎とし，それにオー
ストラリアの会計実践の影響をうけているといえる。ニュージーランドのにおける唯一の会計士団体であるニュージー
ランド会計士協会（NewzealandSociety of Accountants;NSA）がニュージーランド会計基準（Statementof Standard 
Accounting Practice; SSAP）の設定機関である。 NSAは， 1961年に会計研究・基準審議会（Boardof Research）を組
織し，それまでイギリスの会計士団体の会計基準をほとんどそのまま導入していた段階から，独自の本格的な会計基準お
よび監査基準の作成に取り組むようになった（[ 43] ,143-145頁）。
30 日本のリース会計の経緯については北村吉弘氏（[22] ,13頁）を参照のこと。そこでは，企業会計審議会においては，
リース取引に係る会計処理と開示方法の基本となる事項を定めるが，これを実務に適用するための指針は，日本公認会計
士協会に委ねるものとしている。
31 FASBは，次ような基準書によって部分改訂行ない，リース会計基準の明確化を図っている。
1977年1月 第17号 リースの会計処理一当初の直接原価（FASB13号の改訂）
1978年6月 第22号税金免除債務の借替の結果生ずるリース契約条項の変更（。改訂）
1978年8月 第23号 リース開始日（ク改訂）
1979年4月 第26号不動産のセールスタイプ・リースにおける利益の認識（。改訂）
1979年5月 第27号既存のセールスタイプ・リース又は直接金融リースの更新又は延長の分類（ク改訂）
1979年5月 第28号 リースパックを伴う売却の会計処理（。改訂）
? ?
研究年報第双H巻
1979年6月 第29号偶発賃借料の概念規定い改訂）
32 帯谷助教授（[31], 79頁）参照。
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